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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　半結晶性ポリオレフィン及びβ造核剤を含む構造化フィルムであって、前記構造化フィ
ルムが、裏材と、前記裏材から突出する直立柱と、を備える、構造化フィルム。
【請求項２】
　裏材と、前記裏材から突出する直立柱と、を備える、半結晶性ポリオレフィンからなる
構造化フィルムであって、少なくとも前記直立柱が、前記半結晶性ポリオレフィンのβ型
球晶を含む、構造化フィルム。
【請求項３】
　前記裏材が微小孔性であり、そして前記直立柱の多孔性が裏材よりも低く、及び／又は
前記裏材の不透明度が前記直立柱よりも大きい、請求項１又は２に記載の構造化フィルム
。
【請求項４】
　前記構造化フィルムが機械的締結具である、請求項１～３のいずれか一項に記載の構造
化フィルム。
【請求項５】
　構造化フィルムを作製する方法であって、前記方法が、
　β造核剤を含むポリオレフィンの溶融物を、裏材上に直立柱を有する構造化フィルムを
供給するツールに押出して裏材上に直立柱を有する構造化フィルムを成形する工程と、
　前記構造化フィルムの少なくとも一部を、β型球晶を形成するのに十分な温度まで冷却
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する工程と、を含む、方法。
【請求項６】
　請求項１～４のいずれか１項に記載の構造化フィルムと支持材料とを含み、前記構造化
フィルムの裏材の直立柱が突出する表面とは反対の表面が前記支持材料と接合している、
締結積層体。
【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
　半結晶性ポリオレフィンは、２種以上の結晶構造を有することができる。例えば、アイ
ソタクチックポリプロピレンは、α（単斜晶）型、β（疑六方晶（pseudohexangonal））
型及びγ（三斜晶）型の、少なくとも３種の異なる形態に結晶化することが知られている
。溶融結晶化材料において、優勢な形態はα型、すなわち単斜晶型である。β型は一般に
、特定の不均質核が存在するか又は結晶化が温度勾配中若しくはせん断力の存在下に生じ
るのでなければ、ほんの数パーセントの濃度で生じる。不均質核は、β造核剤として一般
に知られており、結晶性ポリマー溶融物中で異物として働く。ポリマーがその結晶化温度
未満に冷却すると、ゆるく巻かれたポリマー鎖がβ造核剤の周囲で配向してβ相領域を形
成する。β型のポリプロピレンはメタ安定形であるが、熱処理及び／又は応力を加えるこ
とによって更に安定なα型へ転換される可能性がある。β型のポリプロピレンが特定の条
件下で延伸されると、微小孔が様々な量で形成され得ることが分かっている。例えば、Ｃ
ｈｕら著、「Ｍｉｃｒｏｖｏｉｄ　ｆｏｒｍａｔｉｏｎ　ｐｒｏｃｅｓｓ　ｄｕｒｉｎｇ
　ｔｈｅ　ｐｌａｓｔｉｃ　ｄｅｆｏｒｍａｔｉｏｎ　ｏｆ　β－ｆｏｒｍ　ｐｏｌｙｐ
ｒｏｐｙｌｅｎｅ」，Ｐｏｌｙｍｅｒ，Ｖｏｌ．３５，Ｎｏ．１６，ｐｐ．３４４２～３
４４８，１９９４、及びＣｈｕら著、「Ｃｒｙｓｔａｌ　ｔｒａｎｓｆｏｒｍａｔｉｏｎ
　ａｎｄ　ｍｉｃｒｏｐｏｒｅ　ｆｏｒｍａｔｉｏｎ　ｄｕｒｉｎｇ　ｕｎｉａｘｉａｌ
　ｄｒａｗｉｎｇ　ｏｆ　β－ｆｏｒｍ　ｐｏｌｙｐｒｏｐｙｌｅｎｅ　ｆｉｌｍ」，Ｐ
ｏｌｙｍｅｒ，Ｖｏｌ．３６，Ｎｏ．１３，ｐｐ．２５２３～２５３０，１９９５を参照
のこと。
【０００２】
　別の方法では、１つ以上の構造化表面を有する物品は、多様な用途において有用である
（例えば、研磨ディスク、自動車部品のアセンブリ、及び使い捨て吸収性物品）。物品は
、例えば、増加した表面積、機械的締結構造、又は光学的特性を呈するフィルムとして提
供される。
【０００３】
　フック及びループ締結具とも呼ばれる機械的締結具は、典型的に、フック部材として有
用なループ係合ヘッドを有する、複数の狭い間隔で配置された直立突起を含み、ループ部
材は、典型的に、複数の織布、不織布、又はニットループを含む。機械的締結具は、多数
の用途において、剥離可能な付着を提供するために有用である。例えば、機械的締結具は
、消耗性の使い捨て吸収性物品において、そのような物品を人体の周囲に締結するために
広く使用される。典型的な構成では、おむつ又は失禁用衣類の後側腰部領域に取り付けら
れた締結タブ上のフックストリップ又はパッチを、例えば、前側腰部領域のループ状の材
料のランディング領域に締結することができるか、或いはフックストリップ又はパッチを
、前側腰部領域のおむつ又は失禁用衣類のバックシート（例えば、不織布バックシート）
に締結することができる。機械的締結具は、生理用ナプキン等の使い捨て物品にも有用で
ある。生理用ナプキンは、典型的に、着用者の下着に隣接して配置されることが意図され
るバックシートを含む。バックシートは、生理用ナプキンを下着に固定して付着させるた
めのフック締結具要素を備えてもよく、フック締結具要素と機械的に係合する。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　本開示は、β造核剤を含む、半結晶性ポリオレフィンからなる構造化フィルム、及びそ
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の構造化フィルムの作製方法を提供する。構造化フィルムとしては、裏材に付着された直
立柱が挙げられ、例えば機械的締結部材として有用な可能性がある。フィルムは、例えば
、溶融物から形成される場合、直立柱及び裏材にβ型球晶を含有してよく、フィルムが少
なくとも一方向に延伸する場合、例えば微小孔がフィルムの裏材に形成される。直立柱は
典型的に、延伸によって典型的に影響を受けない又はフィルムの裏材ほど大きく影響を受
けないので、フィルムの裏材よりも一般には多孔性が低い。結果として得られる延伸フィ
ルムは典型的に、特有の外観及び感触、並びに有用な光学的特性及び機械的特性を有する
。予想外にも、フィルムのかかる特性は、同様の材料から作製されるが直立柱を持たない
比較的平坦なフィルムよりも、かなり低い延伸比で得られることもある。
【０００５】
　一態様において、本開示は、半結晶性ポリオレフィンとβ造核剤とを含む構造化フィル
ムを提供する。構造化フィルムは、裏材と、裏材に付着された直立柱と、を有する。構造
化フィルムは、例えば、機械的締結具であってよい。フィルムの少なくとも一部は典型的
に、β型球晶を含む。いくつかの実施形態では、裏材は微小孔性であるが、直立柱の多孔
性は裏材よりも低い。
【０００６】
　別の態様では、本開示は、裏材と、裏材に付着された直立柱と、を有する、半結晶性ポ
リオレフィンからなる構造化フィルムを提供する。半結晶性ポリオレフィンのβ型球晶は
、少なくとも直立柱に含まれている。いくつかの実施形態では、裏材は微小孔性であるが
、直立柱の多孔性は裏材よりも低い。
【０００７】
　別の態様において、本開示は、構造化フィルムの作製方法を提供する。いくつかの実施
形態では、該方法は、ポリオレフィンの溶融物及びβ造核剤を押出成形することでフィル
ムの裏材を供給することと、溶融物の少なくとも一部を、β型球晶を形成するのに十分な
温度まで冷却することと、フィルムの裏材の上に直立柱を形成して構造化フィルムを提供
することと、を含む。いくつかの実施形態では、該方法は、ポリオレフィンの溶融物及び
β造核剤を、裏材上に直立柱を有する構造化フィルムを供給するツールの存在下で押出成
形することと、構造化フィルムの少なくとも一部を、β型球晶を形成するのに十分な温度
まで冷却することと、を含む。いくつかの実施形態では、該方法は更に、β型球晶を含有
する構造化フィルムを延伸して裏材に微小孔を付与することも含む。これら実施形態の一
部では、延伸は一軸的である。いくつかの実施形態は、延伸は、最高３：１の合計延伸比
をもたらすように行われる。
【０００８】
　本明細書では、「ａ」、「ａｎ」、及び「ｔｈｅ」などの用語は、１つの実体のみを指
すことを意図するものではなく、具体例を例示のために用いることができる一般分類を含
む。用語「ａ」、「ａｎ」、及び「ｔｈｅ」は、用語「少なくとも１つ」と同じ意味で使
用される。品目リストがその後に続くフレーズ「～のうちの少なくとも１つ」及び「～の
うちの少なくとも１つを含む」は、リスト内の品目のいずれか１つ及びリスト内の２つ以
上の品目の任意の組み合わせを指す。全ての数値範囲は、特に明記しない限り、その端点
と、端点間の非整数値を含む。
【０００９】
　用語「構造化フィルム」は、平面又は平滑な表面ではないフィルムを指す。
【００１０】
　用語「直立」は、熱可塑性裏材から突出している柱を指し、裏材に対して垂直に立って
いる柱、及び９０度以外の角度で裏材に対して角度をなしている柱を含む。
【００１１】
　本開示で使用される用語「第１の」及び「第２の」は、それらの相対的な意味合いにお
けるものにすぎない。特に指示がない限りそれらの用語は１つ以上の実施形態の説明にお
ける便宜上でのみ使用されていることが理解されるであろう。
【００１２】
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　本明細書で使用するとき、用語「ループ係合する」は、機械的締結要素（すなわち、フ
ック要素）が機械的にループ材と付着する能力に関する。一般に、ループ係合ヘッドを有
するフック要素は、柱の形状とは異なるキャップ形状を有する。フック要素のループ係合
性は、標準的な織布、不織布、又はニット材料を使用することによって決定及び画定され
てもよい。ループ係合キャップを有する柱の領域は、一般に、ループ材料と併せて、ルー
プ係合キャップのない柱の領域よりも高い剥離強度、高い動剪断力、又は高い動摩擦のう
ちの少なくとも１つを提供する。
【００１３】
　本明細書で使用するとき、用語「機械方向」（ＭＤ）は、本明細書に開示される構造化
フィルムを作製する方法のいくつかの実施形態に有用な半結晶性ポリオレフィンの連続ウ
ェブの走る方向を表す。構造化フィルムのパッチが、連続ウェブから切断された小さい部
分であるとき、機械方向は構造化フィルムの長さ「Ｌ」に概ね相当する。本明細書で使用
されるように、機械方向及び長手方向という用語は、典型的に、同義的に使用される。本
明細書で使用されるとき、用語「横断方向」（ＣＤ）は、機械方向に本質的に垂直である
方向を意味する。構造化フィルムのパッチが、連続ウェブから切断された小さい部分であ
るとき、横断方向は構造化フィルムの幅「Ｗ」に相当する。
【００１４】
　用語「微小孔性」は、最大寸法（ある場合では、直径）が最大１０マイクロメートルの
複数の孔を有することを指す。孔径は、ＡＳＴＭ　Ｆ－３１６－８０に従って泡立ち点を
測定することにより求められる。
【００１５】
　本開示の上記の「課題を解決するための手段」は、本開示の開示される各実施形態又は
すべての実施を説明しようとするものではない。以下の説明は、例示的な実施形態をより
具体的に例示するものである。したがって、図面及び以下の説明は、単に例示目的であっ
て、本開示の範囲を不当に制限するように解釈されるべきではないことを理解するべきで
ある。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
　本開示の様々な実施形態の以下の詳細な説明を、添付の図面と合せて考慮することで、
本開示のより完全な理解が可能である。
【図１ａ】実施例４の構造化フィルムであって、本開示による構造化フィルムの延伸実施
形態を表すものの断面の走査型電子顕微鏡写真である。
【図１ｂ】比較例４の構造化フィルムであって、β造核剤を含有さない延伸された構造化
フィルムの断面の走査型電子顕微鏡写真である。
【図２ａ】本開示による代表的な構造化フィルムであって、フィルムが延伸されていない
ものの上面図の光学顕微鏡画像である。
【図２ｂ】本開示による代表的な構造化フィルムであって、フィルムが延伸されたものの
上面図の光学顕微鏡画像である。
【図３ａ】フィルムが延伸された本開示による代表的な構造化フィルムである実施例４の
上面図の光学顕微鏡画像である。
【図３ｂ】β造核剤を含有さない延伸された構造化フィルムである比較例４の上面図の光
学顕微鏡画像である。
【図４ａ】横断方向の引き裂き伝搬を評価した後の実施例４の上面図を示す略図である。
【図４ｂ】横断方向の引き裂き伝搬を評価した後の比較例４の上面図を示す略図である。
【図５ａ】複屈折を評価するための位相遅延画像システムを用いた、比較例１及び２の光
学顕微鏡画像である。
【図５ｂ】複屈折を評価するための位相遅延画像システムを用いた、比較例１及び２の光
学顕微鏡画像である。
【図６ａ】複屈折を評価するための位相遅延画像システムを用いた、実施例５及び６の光
学顕微鏡画像である。
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【図６ｂ】複屈折を評価するための位相遅延画像システムを用いた、実施例５及び６の光
学顕微鏡画像である。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　本開示の構造化フィルム及び／又は本開示によって作製された構造化フィルムは、半結
晶性ポリオレフィンを包含する。種々のポリオレフィンが有用であり得る。典型的には、
半結晶性ポリオレフィンはポリプロピレンを含む。ポリプロピレンを含む半結晶性ポリオ
レフィンは、プロピレン繰り返し単位を含有するポリプロピレンホモポリマー又はコポリ
マーであってよいと理解すべきである。コポリマーは、プロピレンと少なくとも１種の他
のオレフィン（例えば、エチレン又は炭素原子数が４～１２又は４～８のα－オレフィン
）とのコポリマーであってよい。エチレン、プロピレン及び／又はブチレンのコポリマー
が有用であり得る。いくつかの実施形態では、コポリマーは、ポリプロピレンを最大９０
、８０、７０、６０、又は５０重量％含有する。いくつかの実施形態では、コポリマーは
、ポリプロピレン又はα－オレフィンのうち少なくとも一方を最大５０、４０、３０、２
０、又は１０重量％含有する。半結晶性ポリオレフィンはまた、ポリプロピレンを熱可塑
性ポリマーのブレンドの一部であってもよい。好適な熱可塑性ポリマーとしては、典型的
に従来のプロセス条件において溶融加工可能な結晶性ポリマーが挙げられる。即ち、加熱
すると、ポリマーは典型的に軟化及び／又は融解して、シートを形成するために押出成形
機などの従来の機器で加工することができる。結晶性ポリマーは、その溶融物を制御され
た条件下で冷却すると、幾何学的に規則正しく秩序立って並べられた化学構造を自然に形
成する。好適な結晶性熱可塑性ポリマーの例としては、ポリオレフィンなどの付加重合体
が挙げられる。有用なポリオレフィンとしては、エチレン（例えば、高密度ポリエチレン
、低密度ポリエチレン、若しくは直鎖低密度ポリエチレン）、α－オレフィン（例えば、
１－ブテン、１－ヘキセン、若しくは１－オクテン）のポリマー、スチレンポリマー、並
びにかかるオレフィン２種以上のコポリマーが挙げられる。半結晶性ポリオレフィンは、
かかるポリマーの立体異性体混合物、例えば、アイソタクチックポリプロピレンとアタク
チックポリプロピレンとの混合物、又はアイソタクチックポリスチレンとアタクチックポ
リスチレンとの混合物を含んでいてよい。いくつかの実施形態では、半結晶性ポリオレフ
ィンブレンドは、ポリプロピレンを最大９０、８０、７０、６０、又は５０重量％含有す
る。いくつかの実施形態では、ブレンドは、ポリプロピレン又はα－オレフィンのうち少
なくとも一方を最大５０、４０、３０、２０、又は１０重量％含有する。
【００１８】
　いくつかの実施形態では、構造化フィルムは、半結晶性ポリオレフィンを含み、そして
０．１～１０デシグラム／分の範囲、例えば０．２５～２．５デシグラム／分の範囲のメ
ルトフローインデックスを有する、ポリマー組成物から作製される。
【００１９】
　本開示の構造化フィルム及び／又は本開示によって作製される構造化フィルムは、β造
核剤を包含する。β造核剤は、ポリオレフィンを含む溶融物形態のシート中にβ型球晶を
生成し得る無機又は有機造核剤であってよい。有用なβ造核剤としては、ガンマキナクリ
ドン、キニザリンスルホン酸のアルミニウム塩、ジヒドロキナクリジンージオン及びキナ
クリジン－テトロン、トリフェネオールジトリアジン（triphenenol ditriazine）、ケイ
酸カルシウム、ジカルボン酸（例えば、スベリン酸、ピメリン酸、オルト－フタル酸、イ
ソフタル酸及びテレフタル酸）、前記ジカルボン酸のナトリウム塩、前記ジカルボン酸の
周期表第ＩＩＡ族金属（例えば、カルシウム、マグネシウム、又はバリウム）との塩、デ
ルタ－キナクリドン、アジピン酸又はスベリン酸のジアミド、種々のインジゴゾル及びシ
バンチン有機顔料、キナクリドンキノン、Ｎ’，Ｎ’－ジシクロヘキシル（dicyclohexil
）－２，６－ナフタレンジカルボキシアミド（例えばＮｅｗ　Ｊａｐａｎ　Ｃｈｅｍｉｃ
ａｌ　Ｃｏ．Ｌｔｄ．から「ＮＪ－Ｓｔａｒ　ＮＵ－１００」という商品名で入手可能）
、アントラキノンレッド及びビスアゾイエロー顔料が挙げられる。押出成形フィルムの特
性は、β造核剤の選択及びβ造核剤の濃度によって決まる。いくつかの実施形態では、β
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造核剤は、γキナクリドン、スベリン酸カルシウム塩、ピメリン酸カルシウム塩、並びに
ポリカルボン酸のカルシウム塩及びバリウム塩からなる群から選択される。いくつかの実
施形態では、β造核剤はキナクリドン系着色剤Ｐｅｒｍａｎｅｎｔ　Ｒｅｄ　Ｅ３Ｂであ
って、これはＱ染料とも呼ばれる。いくつかの実施形態では、β造核剤は、有機ジカルボ
ン酸（例えば、ピメリン酸、アゼライン酸、Ｏ－フタル酸、テレフタル酸、及びイソフタ
ル酸）とＩＩ族金属（例えば、マグネシウム、カルシウム、ストロンチウム及びバリウム
）の酸化物、水酸化物又は酸性塩とを混合することによって形成される。いわゆる２成分
開始剤としては、炭酸カルシウムと前に挙げた任意の有機ジカルボン酸との組み合わせ、
及びステアリン酸カルシウムとピメリン酸との組み合わせが挙げられる。いくつかの実施
形態では、β造核剤は、米国特許第７，４２３，０８８号（Ｍａｄｅｒら）に記載されて
いるような芳香族トリカルボキシアミドである。
【００２０】
　本明細書に開示されている構造化フィルムを作製するのに有用な半結晶性ポリオレフィ
ン中にβ造核剤を組み込む従来法は、濃縮物を利用している。濃縮物は、典型的には、最
終的な構造化フィルム中で望ましい濃度より高濃度の造核剤を含有する、高濃度のペレッ
ト化ポリプロピレン樹脂である。造核剤は濃縮物中に、０．０１重量％～２．０重量％（
１００～２０，０００ｐｐｍ）の範囲で含まれており、いくつかの実施形態では、０．０
２重量％～１重量％（２００～１０，０００ｐｐｍ）の範囲で含まれている。典型的な濃
縮物は、無核ポリオレフィンと、構造化フィルムのポリオレフィン総含量に対して０．５
重量％～５０重量％の範囲（いくつかの実施形態では、１重量％～１０重量％）で混合さ
れる。最終的な構造化フィルム中のβ造核剤の濃度範囲は、０．０００１重量％～１重量
％（１ｐｐｍ～１０，０００ｐｐｍ）、いくつかの実施形態では、０．０００２重量％～
０．１重量％（２ｐｐｍ～１０００ｐｐｍ）であってよい。濃縮物はまた、安定化剤、顔
料及び加工材などの他の添加物を含有することも可能である。
【００２１】
　本開示で用いるβ造核剤は、溶融状態からポリマーの結晶化を誘起し、そしてポリマー
結晶化サイトの開始を促進してポリマーの結晶化を加速するという、重要な機能を担って
いる。このため、造核剤は、ポリマーの結晶化温度にて固体であってもよい。造核剤剤は
、ポリマーの結晶化速度を上げるので、結果として得られるポリマー粒子又は球晶のサイ
ズは小さくなる。
【００２２】
　半結晶性ポリオレフィン中のβ型球晶の濃度は、例えばＸ線結晶学及び示差走査熱量測
定法（ＤＳＣ）を用いて測定され得る。ＤＳＣにより、α相及びβ相の両方の融点及び融
解熱が本開示の構造化フィルム中で測定され得る。半結晶性ポリプロピレンでは、β相の
融点はα相の融点よりも低い（例えば、約１０～１５℃の差）。全融解熱に対するβ相の
融解熱の割合によって、サンプル中のβ型球晶の割合が与えられる。いくつかの実施形態
では、本開示の構造化フィルムの少なくとも一部におけるβ型球晶の濃度は、構造化フィ
ルム中のα相とβ相の結晶総量に対して少なくとも１０、２０、２５、３０、４０、又は
５０％である。これらの濃度のβ型球晶は、例えば直立柱に含まれていてよい。また、こ
れらの濃度のβ型球晶は裏材が延伸される前の裏材に含まれていてよい。
【００２３】
　本開示の構造化フィルムには、追加成分が、所望の用途に応じて包含されてよい。例え
ば、界面活性剤、帯電防止剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤、有機又は無機着色剤、安定化
剤、難燃材、香料及び可塑剤を挙げることができる。構造化フィルムは、α造核剤を包含
することも可能である。前記β造核剤の多くには色が付いている。追加の着色剤を、例え
ばカラーコンセントレート又は着色マスターバッチの形態で添加してもよい。
【００２４】
　いくつかの実施形態では、β造核剤を含有する半結晶性ポリオレフィンは、熱可塑性材
料の多相又は多成分の溶融ストリームの一部であり得る。これは、裏材を主に形成するも
のとは異なる熱可塑性材料から、少なくとも部分的に形成された直立柱をもたらす可能性
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がある。多層構造の溶融ストリームから作製された直立柱の様々な構成は、例えば米国特
許第６，１０６，９２２号（Ｃｅｊｋａら）に示されている。本発明の構造化フィルムは
、多層フィルム又は多成分フィルムである実施形態では任意の従来法によって形成するこ
とができる。多層構造の溶融ストリームは、米国特許第４，８３９，１３１号（Ｃｌｏｅ
ｒｅｎ）に示されているような多層フィードブロックによって形成することができる。異
なる成分のドメイン又は領域を有する多成分溶融ストリームを使用することもできる。有
用な多成分溶融ストリームは、包括的な共押出ダイ又は他の既知の方法（例えば、米国特
許第６，７６７，４９２号（Ｎｏｒｑｕｉｓｔら）に示されているもの）を用いて形成す
ることができる。別の有用な方法は、米国特許第５，４２９，８５６号（Ｋｒｕｅｇｅｒ
ら）に記載されている。この特許には、ポリマー溶融ストリームを複数のサブストリーム
にセグメント化し、そして次に別の溶融ストリームの中心に押すことで、その後、フィル
ムに形成されることが記載されている。この共押出方法により、別のポリマーのマトリッ
クス内に複数のセグメント化されたフローを有するフィルムが生成される。
【００２５】
　本開示の構造化フィルム及び／又は本開示によって作製される構造化フィルムは、サイ
ドバイサイド共押出されたフィルムにも可能である。サイドバイサイド共押出されたフィ
ルムは、多数の有用な方法で作製することができる。例えば、米国特許第４，４３５，１
４１号（Ｗｅｉｓｎｅｒら）には、フィルムの横断方向に交互のセグメントを有する多成
分フィルムを作製するためのダイ・バーの付いたダイが記載されている。ダイの出口領域
に位置するダイ・バー（複数を含む）は、ダイ・バーの２つの外側面上に形成されるチャ
ネルを用いて２つのポリマーフローをセグメント化する。これらのチャネル内のセグメン
ト化された２セットのポリマーフローは、２つのダイ・バー面が対面するダイ・バーの先
端で収束する。セグメント化されたポリマーフローは、２つのセグメント化されたポリマ
ーフローがバー先端で収束する時に、それらが、交互に隣り合うポリマー領域を有するフ
ィルムを形成するように配列される。２つの隣り合うダイ・バーの使用もまた検討されて
おり、その場合、隣接したダイ・バーの２つの面が接合して、セグメント化されたポリマ
ーフローの第３のセットを２つのダイ・バーが対面する先端の方へ方向付ける空洞部が形
成される。３つのセグメント化されたポリマーフローは、収束してＡＢＣＡＢＣサイドバ
イサイドバイサイドポリマーフローを形成する。ダイ・バーは、単一ポリマーフローを、
ダイ・バーの任意の所与の面に沿って側方にセグメント化された一連のフローにセグメン
ト化する。米国特許第６，６６９，８８７号（Ｈｉｌｓｔｏｎら）に記載されているよう
な、連続した外側スキン層をサイドバイサイド共押出フィルムの片面又は両面に共押出す
ることを更に含む同様の方法が有用な場合もある。
【００２６】
　いくつかの実施形態では、隣り合うレーンに向かう異なるポリマー組成物のフローの管
理は、複数のダイがサイドバイサイド共押出成形を達成するのに求められるアプローチと
は対照的に、配分プレートを有する単一のマニホールドダイを使用して有利に実行するこ
とができる。これら実施形態の一部では、そのダイは、第１のダイ部分における第１のダ
イ空洞部と、第２のダイ部分における第２のダイ空洞部と、第１のダイ空洞部の少なくと
も一部分（例えば、大部分又は全て）と第２のダイ空洞部の少なくとも一部分（例えば、
大部分又は全て）との間に介在する配分プレートと、を備える。配分プレートは、第１の
ダイ空洞部の境界を形成する第１の側面と、第２のダイ空洞部の境界を形成する第２の側
面と、分配エッジと、複数個の第１の押出し成形チャネルと、複数個の第２の押出し成形
チャネルと、を有する。第１の押出し成形チャネルは、第１のダイ空洞部における入口開
口部から分配エッジ上の出口開口部に達しており、第２の押出し成形チャネルは、第２の
ダイ空洞部における入口開口部から分配エッジ上の出口開口部に達している。第１の押出
し成形チャネルの出口開口部及び第２の押出し成形チャネルの出口開口部は、分配エッジ
に沿って交互に配置される。第１の押出し成形チャネルはそれぞれ、２つの対向する側壁
と、２つの対向する側壁を接続する接合面と、を備え、第１の押出し成形チャネルのうち
の少なくともいくつかの接合面は、典型的に、配分プレートの第１の側面に対して実質的



(8) JP 6126128 B2 2017.5.10

10

20

30

40

50

に平行である。ダイ及び配分プレートについての更なる詳細は、ＰＣＴ国際特許出願公開
ＷＯ　２０１１／０９７４３６（Ｇｏｒｍａｎら）に見出すことができる。
【００２７】
　いくつかの実施形態では、構造化フィルムは、隣り合う第１及び第２レーンを有する共
押出フィルムであって、第１レーンは、半結晶性ポリオレフィンとβ造核剤とを含み、そ
して第２レーンは別のポリマー組成物を含む。いくつかの実施形態では、構造化フィルム
は、第１の層及び第２の層を有する多層フィルムであって、第１の層は半結晶性ポリオレ
フィン及びβ造核剤を含み、そして第２の層は異なるポリマー組成物を含む。異なるポリ
マー組成物に好適な熱可塑性材料には、ポリエチレン及びポリプロピレン等のポリオレフ
ィンホモポリマー、エチレン、プロピレン、及び／又はブチレンのコポリマー、エチレン
ビニルアセテート及びアクリル酸エチレン等のエチレンを含有するコポリマー、ポリ（エ
チレンテレフタレート）、ポリエチレンブチラート及びポリエチレンナフタレート等のポ
リエステル、ポリ（ヘキサメチレンアジパミド）等のポリアミド、ポリウレタン、ポリカ
ーボネート、ポリ（ビニルアルコール）、ポリエーテルエーテルケトン等のケトン、ポリ
フェニレン硫化物、並びにそれらの混合物が挙げられる。いくつかの実施形態では、（例
えば、第２レーン又は第２の層中の）異なるポリマー組成物は、（例えばポリプロピレン
中に）α造核剤を包含する。
【００２８】
　いくつかの実施形態では、（例えば、第２レーン又は第２の層中の）異なるポリマー組
成物は、エラストマー材料を包含する。「エラストマー性」という用語は、延伸又は変形
からの回復を呈するフィルム（０．００２～０．５ｍｍ厚）を作製することができる、ポ
リマーを指す。本明細書に開示されるセグメント化された多成分ポリマーフィルムで使用
され得る代表的なエラストマー性ポリマー組成物としては、ＡＢＡブロックコポリマー、
ポリウレタンエラストマー、ポリオレフィンエラストマー（例えば、メタロセンポリオレ
フィンエラストマー）、ポリアミドエラストマー、エチレンビニルアセテートエラストマ
ー、及びポリエステルエラストマー等の熱可塑性エラストマーが挙げられる。ＡＢＡブロ
ックコポリマーエラストマーは、概して、Ａブロックがポリスチレン系であり、かつＢブ
ロックが共役ジエン（例えば、低級アルキレンジエン）であるエラストマーである。Ａブ
ロックは、主に置換（例えば、アルキル化）若しくは非置換スチレン系部分（例えば、ポ
リスチレン、ポリ（アルファメチルスチレン）、又はポリ（ｔ－ブチルスチレン））から
概して形成され、１モル当たり約４，０００～５０，０００グラムの平均分子量を有する
。Ｂブロックは、主に置換又は非置換であり得る共役ジエン（例えば、イソプレン、１，
３－ブタジエン、又はエチレン－ブチレンモノマー）から概して形成され、１モル当たり
約５，０００～５００，０００グラムの平均分子量を有する。Ａブロック及びＢブロック
は、例えば、線状、放射状、又は星形構成で構成されてもよい。ＡＢＡブロックコポリマ
ーは、複数のＡブロック及び／又はＢブロックを含有してもよく、ブロックは同一の又は
異なるモノマーから作製されてもよい。典型的なブロックコポリマーは線状ＡＢＡブロッ
クコポリマーであり、Ａブロックは、同一若しくは異なっていてよく、又はＡブロックで
主に終端する３つ以上のブロックを有するブロックコポリマーであってもよい。マルチブ
ロックコポリマーは、例えば、より粘着性のあるエラストマーフィルムセグメントを形成
する傾向がある、ある特定の割合のＡＢジブロックコポリマーを含有してもよい。エラス
トマー特性が悪影響を受けないという条件で、他のエラストマーをブロックコポリマーエ
ラストマーとブレンドすることができる。多くのタイプの熱可塑性エラストマーは、商業
的に入手可能であり、ＢＡＳＦ製の商品名「ＳＴＹＲＯＦＬＥＸ」、Ｓｈｅｌｌ　Ｃｈｅ
ｍｉｃａｌｓ製の商品名「ＫＲＡＴＯＮ」、Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ製の商品名「ＰＥ
ＬＬＥＴＨＡＮＥ］又は「ＥＮＧＡＧＥ」、ＤＳＭ製の商品名「ＡＲＮＩＴＥＬ」、Ｄｕ
Ｐｏｎｔ製の商品名「ＨＹＴＲＥＬ」等が挙げられる。米国特許第６，６６９，８８７号
（Ｈｉｌｓｔｏｎら）に記載の、テトラブロックスチレン／エチレン－プロピレン／スチ
レン／エチレン－プロピレンを包含する熱可塑性エラストマーもまた有用であり得る。
【００２９】
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　本開示の構造化フィルム及び／又は本開示により作製される構造化フィルムにおいて、
裏材と直立柱は典型的に一体をなしている（すなわち、同時に１単位の統一物として形成
される）。裏材は、典型的には、裏材に直接付着された直立柱を有する、本質的に均一な
厚さを有することができるシート又はウェブの形態である。本開示による構造化フィルム
の作製方法では、ポリオレフィン溶融物及びβ造核剤を押出成形してフィルムの裏材を供
給する。方法には、溶融物の少なくとも一部を、β型球晶を形成するのに十分な温度（例
えば、６０℃～１２０℃又は９０℃～１２０℃の温度）まで冷却することと、直立柱をフ
ィルムの裏材上に形成して構造化フィルムを供給することと、を含む。これら実施形態の
うちのいくつかにおいて、直立柱をフィルムの裏材上に形成することは、溶融物の少なく
とも一部を冷却した後で（例えば、フィルムをツールに暴露して加熱することによって）
行われる。他の実施形態では、ポリオレフィン溶融物及びβ造核剤を、フィルムの少なく
とも一部において裏材上に直立柱を有する構造化フィルムを供給するツールの存在下で押
出成形する。構造化フィルムをその後、β型球晶を形成するのに十分な温度まで冷却する
。
【００３０】
　裏材上の直立柱は、例えばダイキャスト成形技術による従来の押出成形によって作製す
ることができる。いくつかの実施形態では、β造核剤を含有するポリオレフィン組成物を
、直立柱と逆の形状の空洞部を有する連続移動する金型表面上に供給する。ポリオレフィ
ン組成物は、ロールの少なくとも一方が空洞部を有する（すなわち、ロールの少なくとも
一方がツールロールである）場合、２つのロールで形成されるニップ、又はダイフェース
とロール表面との間のニップの間に通すことができる。ニップから付与される圧力によっ
て、樹脂を空洞部に押し込む。いくつかの実施形態では、真空を使用して、空洞部をより
容易に充填するために空洞部を空にすることができる。ニップは、典型的にコヒーレント
な裏材を空洞部上に形成するように十分に大きい間隙を有する。金型表面及び空洞部は、
場合により、β型球晶を形成するのに十分な温度（例えば、６０℃～１２０℃又は９０℃
～１２０℃の範囲の温度）まで冷却された空気又は水であり得る。この実施形態では、構
造化フィルムの少なくとも一部を、β型球晶を形成するのに十分な温度まで冷却すること
は、直立柱を形成するツールの存在下で行われる。一体形成された裏材と直立柱はその後
、ストリッパーロールなどによって金型表面から取り外すことができる。
【００３１】
　好適なツールロールは、例えば、直立柱の逆の形状の一連の穴を金属金型又はスリーブ
の円筒状の面に形成することによって（例えば、穴開けのためのコンピュータ数値制御、
フォトエッチング、グラビア印刷スリーブの使用、レーザ穴開け加工、電子線穴開け加工
、金属パンチング、直接機械加工、又は失ろう法によって）作製することができる。他の
好適なツールロールとしては、例えば、米国特許第４，７７５，３１０号（Ｆｉｓｃｈｅ
ｒ）に記載されているもの等の、複数の柱形成用空洞部をその周辺に画定する一連のプレ
ートから形成されるものが挙げられる。空洞部は、例えば、穴開け加工又はフォトレジス
ト技法によってプレートに形成されてもよい。更に他の好適なツールロールとしては、例
えば、米国特許第６，１９０，５９４（Ｇｏｒｍａｎら）において、それらの作製方法と
ともに開示される、ワイヤーラップロールを挙げることができる。金型、スリーブ、プレ
ート、又はワイヤの露出面は、例えば、増強された耐摩耗性、剥離制御特性、及び制御さ
れた表面粗さなどの表面特性を付与するために被覆することができる。コーティングは、
存在する場合、典型的には、ツールロールへのポリオレフィン組成物の接着が、ツールロ
ールから熱可塑性裏材を取り外す時のポリオレフィン組成物の凝集力よりも小さくなるよ
うに選択される。
【００３２】
　直立柱を有する裏材を形成するための別の代表的な方法は、米国特許第７，２１４，３
３４号（Ｊｅｎｓら）に記載される、直立柱形の空洞部のアレイを画定する可撓性成形型
ベルトを使用することを含む。金型ベルトは、第１ロール及び第２ロールの周りに取り付
けられている。溶融ポリオレフィン組成物の供給源は、ポリオレフィン組成物を金型ベル
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トに送るように配置することができる。装置は、間隙内の圧力によってベルトの柱形の空
洞部内にプラスチック樹脂を押し込むことで、裏材を形成しながら直立柱のアレイを成形
するように構築されている。
【００３３】
　直立柱（例えば、前述した方法のいずれかによって作られてもよい）の形状は、例えば
、裏材に付着された基底部から遠位先端部に向けてテーパーになっていてもよい。基底部
は遠位先端部よりも大きい幅寸法を有することができ、これは、上述の方法における金型
表面からの柱の取り外しを容易にすることができる。
【００３４】
　いくつかの実施形態では、前記方法のいずれかによって形成される直立柱の遠位先端部
は、変形することでループ係合突出部を有するキャップを形成する。熱と圧力の組み合わ
せを連続して又は同時に用いて柱の遠位先端部を変形させることで、キャップを形成して
もよい。いくつかの実施形態では、変形は、遠位先端部を加熱された表面と接触させるこ
とを含む。加熱された表面は、米国特許第６，７０８，３７８号（Ｐａｒｅｌｌａｄａら
）又は同第５，８６８，９８７号（Ｋａｍｐｆｅｒら）に開示されているような平坦な表
面又は非平坦な表面であり得る。いくつかの実施形態では、直立柱を有する裏材は不定長
のウェブであり、変形には、ウェブを、第１の方向に、加熱された表面部材及び対向する
表面部材を有するニップを通して移動させて、加熱された表面部材が遠位先端部と接触す
るようにすることが含まれる。これらの実施形態では、加熱された表面は、例えば、キャ
ッピングロールであってもよい。いくつかの実施形態では、遠位先端部と接触するのに用
いられる表面は、加熱されていない。これらの実施形態では、変形は、熱を伴わずに圧力
によって実行される。いくつかの実施形態では、加熱された表面は、例えば、米国特許第
６，３６８，０９７号（Ｍｉｌｌｅｒら）に記載されているような、可変のニップ長を有
する可変のニップを形成する湾曲した支持面に対向する加熱されたロールであり得る。湾
曲した支持面は、加熱されたロールの方向に湾曲することができ、加熱されたロールは、
直立柱を有する裏材を可変ニップを通じて供給して、加熱されたロールと支持面との間に
ウェブを圧縮して係合するための供給機構を含むことができる。
【００３５】
　裏材に付着された直立柱を有する裏材を形成する別の好適な方法は、例えば米国特許第
４，８９４，０６０号（Ｎｅｓｔｅｇａｒｄ）に記載されている形状成形法である。この
方法では、ポリオレフィン組成物のフローストリームは、パターン化ダイリップ（例えば
、放電加工によって切断されたもの）を通過すると、下向きウェブ隆起部を有するウェブ
を形成する。隆起部は次いで、隆起部の延長線に沿って、離間した位置で横断方向に切断
されて、その切断刃によってもたらされる小さい分離とともに直立柱を形成することがで
きる。それらが切断される前は、「直立柱」はそのような隆起部を含んでいないことが理
解されるべきである。しかし、パターニングされたダイリップは、裏材上に直立柱を有す
る構造化フィルムをもたらすツールと見なされることもある。直立柱間の分離は、その後
、フィルムを隆起部の方向に、以降に記載される延伸法の一つを用いて延伸することによ
って拡大する。隆起部自体は、それらが切断及び延伸される前はループを係合することが
できないので、「ループ係合性」とはみなされない。いくつかの実施形態では、本開示の
方法は、（例えば、形状形成法によって作製される）リブを切断することを含まない。
【００３６】
　上述した連続的な方法に加えて、直立柱を有する裏材を備える構造化フィルムは、バッ
チプロセス（例えば、単一片射出形成）を用いて調製され得ることもまた想定される。裏
材は、任意の好適な寸法を有し得るが、少なくとも１０ｃｍの長さ（Ｌ）及び幅（Ｗ）寸
法が有用であり得る。
【００３７】
　本開示の構造化フィルム及び／又は本開示によって作製される構造化フィルムにおいて
、直立柱は、例えば前記方法のいずれかによって作製されてよく、様々な断面形状を呈す
る可能性がある。例えば、柱の断面形状は、正多角形であってもそうでなくてもよい多角
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形（例えば、正方形、長方形、六角形、若しくは五角形）であり得、又は柱の断面形状は
湾曲していてもよい（例えば、円形若しくは楕円形）。
【００３８】
　本開示の構造化フィルム及び／又は本開示によって作製される構造化フィルムにおいて
、裏材は様々な厚さを有していてよい。例えば、裏材の初期厚さ（すなわち、延伸前）は
、所望の用途に応じて、約７５０、５００、４００、２５０、又は１５０マイクロメート
ルまでとすることができる。いくつかの実施形態では、裏材の初期厚さは、所望の用途に
応じて、少なくとも約５０、７５、又は１００マイクロメートルである。いくつかの実施
形態では、裏材の初期厚さは、５０～約２２５マイクロメートル、約７５～約２００マイ
クロメートル、又は約１００～約１５０マイクロメートルの範囲内である。裏材は、本質
的に均一な断面を有していてもよく、又は裏材は、直立柱によって提供されるものを超え
た追加の構造を有してもよく、これは、例えば、上述の形成ロールの少なくとも１つによ
って付与され得る。
【００３９】
　いくつかの実施形態では、直立柱は、３ミリメートル（ｍｍ）、１．５ｍｍ、１ｍｍ、
又は０．５ｍｍまでの最大高（裏材よりも上）を有し、いくつかの実施形態では、少なく
とも０．０５ｍｍ、０．０７５ｍｍ、０．１ｍｍ、又は０．２ｍｍの最小高を有する。い
くつかの実施形態では、柱は、少なくとも約２：１、３：１、又は４：１のアスペクト比
（すなわち、高さ対幅寸法の比）を有する。アスペクト比は、いくつかの実施形態では最
高１０：１であり得る。キャップを有する柱では、キャップの面積は、典型的に、柱の断
面積よりも大きい。キャップの幅寸法対キャップの真下で測定された柱の比は通常、少な
くとも１．５：１又は３：１であり、最大５：１以上であってもよい。キャップされた柱
は通常、キャップされる前の柱よりも短い。いくつかの実施形態では、キャップされた柱
は、高さ（裏材より上）が少なくとも０．０２５ｍｍ、０．０５ｍｍ、又は０．１ｍｍで
あり、いくつかの実施形態では、最大２ｍｍ、１．５ｍｍ、１ｍｍ又は０．５ｍｍである
。柱は、キャップされていてもキャップされていなくてもよく、最大幅寸法が最大１（い
くつかの実施形態では、０．７５、０．５又は０．４５）ｍｍの断面を有していてよい。
いくつかの実施形態では、柱は、１０μｍ～２５０μｍの幅寸法を有する断面を有する。
用語「幅寸法」は、円形断面を有する柱の直径を含むものと理解されるべきである。柱が
複数の幅寸法を有するとき（例えば、上述のようにテーパーのついた、矩形又は楕円形の
断面形状の柱において）、本明細書に記載されるアスペクト比は高さ対最大幅寸法である
。
【００４０】
　直立柱は、典型的に、裏材上に離間配置されている。用語「離間配置された」は、柱同
士の間に距離を有するように形成された柱を指す。「離間配置された」柱の底部は、裏材
に付着されており、裏材が湾曲していない構造である場合、裏材を延伸する前又は後では
互いに接触していない。本開示の構造化フィルム及び／又は本開示によって作製される構
造化フィルムにおいて、離間配置された直立柱は、少なくとも１０／平方センチメートル
（ｃｍ２）（６３／平方インチ（ｉｎ２））の初期密度（すなわち、フィルムの延伸前）
を有する。例えば、柱の初期密度は、少なくとも１００／ｃｍ２（６３５／ｉｎ２）、２
４８／ｃｍ２（１６００／ｉｎ２）、３９４／ｃｍ２（２５００／ｉｎ２）、又は５５０
／ｃｍ２（３５００／ｉｎ２）であってよい。いくつかの実施形態では、柱の初期密度は
、最高１５７５／ｃｍ２（１００００／ｉｎ２）、最高約１１８２／ｃｍ２（７５００／
ｉｎ２）、又は最高約７８７／ｃｍ２（５０００／ｉｎ２）であってもよい。例えば、１
０／ｃｍ２（６３／ｉｎ２）～１５７５／ｃｍ２（１００００／ｉｎ２）又は１００／ｃ
ｍ２（６３５／ｉｎ２）～１１８２／ｃｍ２（７５００／ｉｎ２）の範囲の初期密度が有
用であり得る。直立柱の間隙は均一である必要はない。
【００４１】
　いくつかの実施形態では、本開示の構造化フィルムの作製方法は、裏材を延伸して裏材
に微小孔を付与することを含む。理論に束縛されたくはないが、フィルムを少なくとも一
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方向に延伸すると、例えば、裏材中において半結晶性ポリプロピレンはβ型結晶構造から
α型結晶構造へ変換され、そして微小孔がフィルムの裏材に形成されると考えられる。直
立柱は典型的に、延伸によって影響を受けない又はフィルムの裏材ほど大きく影響を受け
ないので、β型結晶構造を保持する。本開示の構造化フィルム及び／又は本開示によって
作製される構造化フィルムの、延伸後の断面についての走査型電子顕微鏡画像を図１ａに
示す。図１ａからは、裏材１０ａは多孔性であるが、直立柱１２ａは微小孔性ではないこ
とが分かる。
【００４２】
　結果として得られる延伸されたフィルムは、いくつかの特異な性質を有している可能性
がある。例えば、応力白化によって裏材に形成された微小孔は、不透明な白色フィルムを
もたらす可能性があるが、直立柱は透明である。裏材と直立柱との視覚的なコントラスト
は、構造化フィルム中の着色剤の存在によって増強されることがある。着色剤は、フィル
ム形成前に、例えばカラーコンセントレートを用いてポリオレフィンに添加されてよい。
着色裏材はまた、延伸すると応力白化して微小空洞を形成し、これらの変化は典型的に、
裏材の色強度の視覚的な低下として現れる。その結果、延伸された裏材はパステルカラー
の場合があるが、直立柱の色強度は保持される。例えば、十分に低い濃度のカラーコンセ
ントレートを用いると、結果として得られる延伸されたフィルムは、着色された直立柱を
有するほぼ白色の裏材を出現させる可能性がある。本開示の構造化フィルムの間の延伸前
後の外観の変化を図２ａ及び２ｂにそれぞれ示す。図２ｂに示されるように、延伸された
構造化フィルムにおける裏材と直立柱との外観の違いが、特有の魅力的な審美性を与える
。
【００４３】
　本開示の構造化フィルムの作製方法のいくつかの実施形態では、β型球晶を含有する構
造化フィルムの延伸は、構造化フィルムの不透明度を少なくとも１０％増加させる。いく
つかの実施形態では、この延伸は、不透明度を少なくとも１５、２０、２５、又は３０％
増加させる。不透明度の増加は、例えば、最大９０、８５、８０、７５、７０、６５、６
０、５５、又は５０％であってよい。構造化フィルムの初期の不透明度は、例えばフィル
ムの厚さによって影響を受ける。フィルムを延伸することにより、典型的には厚さが低下
し、そのことが、典型的には不透明度の低下を引き起こす。しかし、本明細書に開示され
る構造化フィルムにおいて、応力白化及び微小孔の形成は不透明度の増強を引き起こす。
この実施形態では、不透明度は、「Ｌ」値が黒色背景及び白色背景それぞれに対して別個
に測定される分光光度計を用いて測定される。不透明度は、（黒色背景に対して測定され
たＬ／白色背景に対して測定されたＬ）×１００として計算される。「Ｌ」値は、国際照
明委員会（Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｃｏｍｍｉｓｓｉｏｎ　ｏｎ　Ｉｌｌｕｍｉｎ
ａｔｉｏｎ）によって確立されたＣＩＥＬＡＢ色空間スケールにおける３種の標準パラメ
ータのうちの一つである。「Ｌ」は、輝度値であり、０（黒）～１００（最大強度）まで
の範囲である。試験方法についての更なる詳細は、以降の実施例に提示する。不透明度の
変化率は構造化フィルムを延伸することによって生じ、［（延伸後の不透明度－延伸前の
不透明度）／延伸前の不透明度］×１００で計算される。
【００４４】
　本開示の構造化フィルムの作製方法のいくつかの実施形態では、β型球晶を含有する構
造化フィルムの延伸は、フィルムのグレースケール値の少なくとも２０％の低下をもたら
す。いくつかの実施形態では、延伸は、グレースケール値の少なくとも２５、３０、４０
、５０％の低下をもたらす。グレースケール値の低下は、例えば、最高９０、８５、８０
、７５、７０、６５、又は６０％であってよい。これら実施形態では、グレースケール値
は、以降の「実施例」欄に記載の方法を用いて透過モードで測定される。延伸により、典
型的にはフィルムの厚さの低下が生じ、それは、典型的には透過モードで測定されるグレ
ースケール値の増加に導く。しかし、本明細書に開示される構造化フィルムでは、応力白
化は及び微小孔の形成が、透過モードのグレースケール値の低下を引き起こす。フィルム
の延伸によって生じるグレースケール値の変化率は、［（延伸後のグレースケール値－延
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伸前のグレースケール値）／延伸前のグレースケール値］×１００によって計算される。
【００４５】
　本開示の構造化フィルムのいくつかの実施形態では、微小孔性の構造化フィルムのグレ
ースケール値は、最大４０（いくつかの実施形態では、最大３５、３０、２５、２０又は
１５）である。これらの実施形態では、グレースケール値は、以降の「実施例」に記載の
方法を用いて透過モードで測定される。本明細書に開示される微小孔性の構造化フィルム
におけるグレースケール値は、二酸化チタンなどの従来の量のＩＲ遮断剤を組み込んだこ
と以外は同様の組成のポリオレフィンフィルムで達成される値と同等又はそれ以上である
。
【００４６】
　構造化フィルムの不透明度及びグレースケール測定値は、その光透過能力と関係がある
。本明細書で使用するとき、用語「光」は、人が裸眼で見える見えないにかかわらず、電
磁波を指す。紫外線は、約２５０ナノメートル（ｎｍ）～３８０ｎｍまでの範囲の波長を
有する光である。可視光は、３８０ナノメートル（ｎｍ）～７００ｎｍまでの範囲の波長
を有する光である。赤外線は、約７００ｎｍ～３００マイクロメートルまでの範囲の波長
を有する。本開示の構造化フィルムは、延伸した後、紫外線、可視光及び赤外線の透過率
が低下する。延伸された構造化フィルムの微小孔は、紫外域、可視域及び赤外域の光を散
乱させる傾向がある。
【００４７】
　本開示の構造化フィルム及び／又は本開示によって作製される構造化フィルムのいくつ
かの実施形態では、微小孔性の構造化フィルムの透過率は、２５０ｎｍ～２２５０ｎｍの
範囲の波長において８％～６０％の範囲である。延伸前の、同様のフィルムの透過率は、
同様の波長範囲において４０％～約８０パーセントの範囲であり得る。いくつかの実施形
態では、以降の「実施例」に示すように、β造核剤を包含する代表的な構造化フィルムの
透過率は、延伸時に、延伸の程度、延伸温度及び波長範囲（例えば、紫外域、可視域、又
は赤外域）に応じて少なくとも２５％及び最大６０％、７０％、又は７５％低下する。い
くつかの実施形態では、微小孔性の構造化フィルムの反射率は、２５０ｎｍ～２２５０ｎ
ｍの範囲の波長において約２０パーセント～約８０パーセントまでの範囲である。延伸前
の、同様のフィルムの反射率は、同様の波長範囲において３％～約３０パーセントの範囲
であり得る。いくつかの実施形態では、以降の「実施例」に示すように、β造核剤を包含
する代表的な構造化フィルムの反射率は、延伸時に、延伸の程度、延伸温度及び波長範囲
に応じて少なくとも５５％又は８０％及び最大１５０％、２００％、又は２５０％増加す
る。すなわち、延伸時の反射率の増加割合は、少なくとも５５％又は８０％及び最大１５
０％、２００％、又は２５０％である。
【００４８】
　延伸された構造化フィルムの（例えば、散乱によって）光の透過を妨げる能力は、基板
に光を当てて基板の照射領域から受ける光の量を検出することに依存する検査システムで
検出することが可能である。例えば、複合品の製造において、本明細書に開示されている
延伸された構造化フィルムの存在又は位置或いは複合品に組み込まれるその一部は、紫外
線、可視光及び／又は赤外線を遮断するその能力のために検出され得る。複合品は、例え
ば使い捨ての吸収物品であってよく、そして構造化フィルムは、使い捨て吸収物品に組み
込まれる機械的締結パッチであってよい。紫外線、可視光、又は赤外線のうち少なくとも
１つによって照射されたことに対する機械的締結パッチの反応が評価される。その後、製
造中に複合物品を照射することができ、照射された複合品から受けた紫外線、可視光、赤
外線のうち少なくとも１つを、機械的締結パッチの所定の反応を検出して分析することが
できる。機械的締結パッチの位置は、例えば機械的締結パッチ及び他の構成要素の位置に
相当するグレースケール値の所定の変動を検出可能な画像分析器を用いて決定することが
できる。本明細書に開示される延伸された構造化フィルムの赤外線散乱能力は、赤外線が
複合物品中の他の物質層間にある場合でも検出可能である。複合品における微小孔性フィ
ルムの検出方法に関する更なる情報については、２０１１年１２月１３日出願の同時継続
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中の米国特許出願番号１３／３２３，９８０（Ｃｈａｎｄｒａｓｅｋａｒａｎら）を参照
のこと。
【００４９】
　赤外線の検出に依存する検査システムを用いた構成要素の存在又は位置の検出について
は先に説明したが、構成要素は、赤外線を吸収又は反射し得るＩＲ遮断剤を含有していた
。米国特許第６，９２７，８５７号（Ｋｏｅｌｅら）を参照のこと。驚くことに、本明細
書に開示される延伸された構造化フィルムは、同様のポリオレフィン材料から調製されか
つＩＲ遮断剤が添加されたフィルムと同等の量の又はそれよりも多くの赤外線を遮断する
ことができる。いくつかの実施形態では、本明細書に開示される構造化フィルムは、ＩＲ
遮断剤（例えば、吸収剤又は反射材）を本質的に含まない。いくつかの実施形態では、本
明細書に開示される構造化フィルムは、ＩＲ吸収材を本質的に含まない。ＩＲ遮断剤を「
本質的に含まない」構造化フィルムは、ＩＲ吸収剤を全く有さなくてもよく、又はＩＲ吸
収剤を１、０．５、又は０．０１重量％未満又は１０ｐｐｍ又は１０ｐｐｂ未満の量で有
していてもよい。いくつかの実施形態では、本明細書に開示される構造化フィルムは、Ｉ
Ｒ反射剤又は散乱剤を本質的に含まない。ＩＲ反射剤又は散乱剤を「本質的に含まない」
構造化フィルムは、ＩＲ反射剤又は散乱剤を全く有さなくてもよく、又はＩＲ反射剤又は
散乱剤を２、１．５、１、又は０．５重量％未満の量で有していてもよい。これら実施形
態のうちのいくつかにおいて、構造化フィルムは、二酸化チタン、硫酸バリウム、酸化マ
グネシウム、炭酸カルシウム、ポリテトラフルオロエチレンマイクロビーズ、及びポリオ
レフィンマイクロビーズからなる群から選択されるＩＲ反射剤又は散乱剤を本質的に含ま
ない。
【００５０】
　本明細書に開示される延伸された構造化フィルムの裏材に微小孔が形成されると、フィ
ルムの密度が低下する。結果として得られる低密度の、延伸された構造化フィルムの感触
は、厚さは同等だが密度が更に高いフィルムよりも柔らかく感じられる。フィルムの密度
は、常套法を用いて、例えばピクノメータ中のヘリウムを用いて、測定することができる
。本開示の構造化フィルムの作製方法のいくつかの実施形態では、β型球晶を含有する構
造化フィルムの延伸により、構造化フィルムの密度が少なくとも３％低下する。いくつか
の実施形態では、この延伸により、密度が少なくとも５又は７．５％低下する。例えば、
延伸により、密度が３～１５％又は５～１０％の範囲で低下する。構造化フィルムの延伸
によって生じる密度の変化率は、［（延伸前の密度－延伸後の密度）／延伸前の密度］×
１００によって計算される。フィルムの柔軟性は、例えば以降の「実施例」に記載のガー
レー剛性を用いて測定することができる。
【００５１】
　本明細書に開示される構造化フィルムの延伸は、ウェブの二軸的方向又は一軸的方向に
行うことができる。二軸的延伸は、裏材の平面内の２つの異なる方向に延伸することを意
味する。常にとは限らないが、典型的には、第１の方向は長手方向「Ｌ」であり、第２の
方向は幅方向「Ｗ」である。二軸的延伸は、例えば、先ずは第１又は第２の方向のいずれ
かに、続いて残りの第１又は第２の方向に、熱可塑性裏材を延伸することによって順次行
ってもよい。また、二軸的延伸は、両方の方向に実質的に同時に行ってもよい。一軸的延
伸は、裏材の平面において一方向にのみ延伸することを指す。典型的には、一軸的延伸は
「Ｌ」又は「Ｗ」のうちの１つの方向に行われるが、それら以外の方向の延伸も利用可能
である。
【００５２】
　ポリプロピレンと共にβ型球晶を含む非構造化フィルムは、延伸すると微小孔性となっ
て不透明度が増強すると実証されたが、所望の程度の多孔性又は不透明度を達成するには
高延伸比が必要であると報告されている。場合により、５：１、１０：１或いは２０：１
の延伸比が報告されている。例えば、米国特許第６，８１５，０４８号（Ｄａｖｉｄｓｏ
ｎら）、米国特許出願公開第２００６／０１７７６３２（Ｊａｃｏｂｙ）、及び１９９８
年９月２３日発行の英国特許出願番号ＧＢ　２３２３３２５を参照のこと。場合により、
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二軸的延伸が好ましい。予想外にも、半結晶性ポリオレフィンとβ造核剤とを含む構造化
フィルムであって、本明細書に開示されているような裏材と裏材に付着された直立柱とを
備える構造化フィルムは、比較的低延伸比で延伸でき、そして場合により、高程度の多孔
性及び不透明度が得られるように一方向のみに延伸することもできる。以降の「実施例」
に示されるように、本開示の構造化フィルムは、延伸比２：１で一軸的方向に延伸される
と、同様の材料を用いて、直立柱を有さないこと以外は同様の方法を用いて作製された平
坦なフィルムよりも低密度で不透明度の高いフィルムを提供することができる。
【００５３】
　高度の多孔性及び不透明度は、炭酸カルシウムなどの他のキャビテーション剤又は半結
晶性ポリオレフィンから分相している希釈剤の不存在下でも低延伸比で達成される。した
がって、いくつかの実施形態では、本開示の構造化フィルム及び／又は本開示によって作
製される構造化フィルムは、半化粧性ポリオレフィンの融点未満で分相している希釈剤を
実質上含まない。かかる希釈剤としては、炭化水素系ワックス、ワセリン、鉱油、ミネラ
ルスピリット、ジオクチルフタレート、及びパラフィンろうが挙げられる。いくつかの実
施形態では、本開示の構造化フィルム及び／又は本開示によって作製される構造化フィル
ムは、キャビテーション剤を実質上含まない。希釈剤又はキャビテーション剤を指す場合
の用語「実質上含まない」とは、構造化フィルム中のいずれかの希釈剤又はキャビテーシ
ョン剤が、構造化フィルムの総重量に対して５、２．５、１、０．５、又は０．１重量％
の濃度で含まれ得ることを意味する。希釈剤又はキャビテーション剤を「実質上含まない
」には、希釈剤又はキャビテーション剤を「含まない」ことが包含される。
【００５４】
　本明細書に開示される方法のいくつかの実施形態では、延伸は、裏材の長さ（「Ｌ」）
又は幅（「Ｗ」）の少なくとも一方を少なくとも１．２倍（いくつかの実施形態では、少
なくとも１．５、２、又は２．５倍）増加させる。いくつかの実施形態では、延伸は、裏
材の長さ（「Ｌ」）又は幅（「Ｗ」）の両方を、少なくとも１．２倍（いくつかの実施形
態では、少なくとも１．５、２、又は２．５倍）増加させる。いくつかの実施形態では、
延伸は、裏材の長さ（「Ｌ」）又は幅（「Ｗ」）の少なくとも一方を最大５倍（いくつか
の実施形態では、最大２．５）増加させる。いくつかの実施形態では、延伸は、裏材の長
さ（「Ｌ」）又は幅（「Ｗ」）の両方を最大５倍（いくつかの実施形態では、最大２．５
倍）増加させる。予想外にも、最大２．５、２．２５、２．２、或いは２の延伸比におけ
る一軸的延伸でさえも、炭酸カルシウムなどの他のキャビテーション剤の不存在下でも高
度の多孔性及び不透明度を付与することが可能であることを見出した。
【００５５】
　本開示の構造化フィルムは、β造核剤を用いずに作製された半結晶性ポリオレフィンフ
ィルムと比べると特有の複屈折率特性を有する。複屈折率とは、異なる方向で異なる有効
反射率を有する材料の特性を指す。本出願において、複屈折率は、Ｌｏｔ－Ｏｒｉｅｌ　
ＧｍｂＨ　＆　Ｃｏ．，Ｄａｒｍｓｔａｄｔ，Ｇｅｒｍａｎｙから商品名「ＬＣ－ＰＯＬ
ＳＣＯＰＥ」として入手可能な位相遅延画像システムを用い、Ｌｅｉｃａ　Ｍｉｃｒｏｓ
ｙｓｔｅｍｓ　ＧｍｂＨ，Ｗｅｔｚｌａｒ，Ｇｅｒｍａｎｙから商品名「ＤＭＲＸＥ」と
して入手可能な顕微鏡及びＱＩｍａｇｉｎｇ，Ｓｕｒｒｅｙ，ＢＣ，Ｃａｎａｄａから商
品名「ＲＥＴＩＧＡ　ＥＸｉ　ＦＡＳＴ　１３９４」として入手可能なデジタルＣＣＤカ
ラーカメラで評価される。顕微鏡には、Ｃａｍｂｒｉｄｇｅ　Ｒｅｓｅａｒｃｈ　＆　Ｉ
ｎｓｔｒｕｍｅｎｔａｔｉｏｎ，Ｉｎｃ．，Ｈｏｐｋｉｎｔｏｎ，Ｍａｓｓ．製の５４６
．５ｎｍ干渉フィルター及び１０ｘ／０．２５対物レンズが装備されている。本明細書に
開示される構造化フィルムでは、以降の「実施例」に示されるように、裏材の複屈折率は
延伸によってほとんど変化しないが、β造核剤を含有さない半結晶性ポリプロピレンから
なるフィルムでは、裏材の複屈折率測定値は延伸後に増加する。該柱の複屈折率測定値は
、本明細書に開示される構造化フィルム及びβ造核剤を含有さない半結晶性ポリプロピレ
ンからなるフィルムのどちらにおいても、延伸によってほとんど変化しない。
【００５６】
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　延伸する前に、本明細書に開示される構造化フィルムの裏材及び直立柱は、以降で説明
する実施例５及び６それぞれの画像である図６ａ及び６ｂにおいて斑点の付いた外観（す
なわち、明領域と暗領域）で実証されるように、正負両方の複屈折率域を示す。延伸後、
フィルムの裏材は斑点の少ない外観を呈するが、これは図６ｂと図６ａを比較すると明白
である。β造核剤を含有さない半結晶性ポリプロピレンからなる同等のフィルムでは、延
伸前、裏材と直立柱が共に、以降で説明する比較例１の画像である図５ａに示すように正
の複屈折率のほぼ一様なパターンを示す。斑点の付いた外観は認められない。延伸後、比
較例２の画像である図５ｂに示すように、フィルムの裏材は、フィルムの裏材の、より明
るい外観で実証されるように、延伸誘発性の複屈折を有する。
【００５７】
　一般に、熱可塑性フィルムは、熱可塑性材料の融点を下回る温度、特にフィルムの線延
伸温度を下回る温度で一軸的に又は二軸的に延伸されると、熱可塑性フィルムは不均一に
延伸する場合があり、延伸部分と非延伸部分との間に明確な境界が形成される。この現象
は、ネッキング又は線延伸と称される。しかしながら、十分に高い程度まで延伸されると
、熱可塑性裏材は実質上その全体が均一に延伸される。これが起こる延伸比は、「自然な
延伸比」又は「自然な延伸倍率」と称される。自然な延伸比を上回る延伸により、厚さ、
引張り強度、及び弾性率等の更に一様な特性又は特徴が有意に付与されることが分かる。
任意の所与の熱可塑性裏材及び延伸条件では、自然な延伸比は、熱可塑性裏材を形成する
熱可塑性樹脂の組成物、例えばツールロール上の急冷条件によって形成された熱可塑性裏
材の形態学、並びに延伸温度及び延伸速度等の要因によって決定される。更に、二軸的に
延伸された熱可塑性裏材において、一方向の自然な延伸比は、最終延伸比を含む他方向の
延伸条件によって影響される。したがって、一方向の自然な延伸比が他方向の固定延伸比
を前提とするものといえ、或いは一対の延伸比（１つは第１の方向、及び１つは第２の方
向）が自然な延伸比をもたらすともいえる。用語「延伸比」とは、延伸前の同一部分の線
状寸法に対する、延伸後の熱可塑性裏材の所与の部分の線状寸法の比を指す。ポリプロピ
レンの最も一般的な結晶形態であるα型の自然延伸比は約６：１であると報告されている
。
【００５８】
　主にα型のポリプロピレンを有し、β造核剤を有さない、構造化フィルムの、２：１～
２．５：１の範囲の低延伸比での延伸により、シミの多い外観のフィルムが得られるが、
β型球晶を包含する同等の構造化フィルムの、前記の低延伸比での延伸は、一様な外観の
フィルムをもたらすことを見出した。フィルムの一様な外観は、直立柱がフィルムの唯一
の構造要素である場合でも達成され得る。言い換えれば、フィルムは、米国特許第６，５
８２，６４２号（Ｂｕｚｚｅｌｌら）に記載されているような延伸限定形成を必要としな
い。
【００５９】
　主にα型のポリプロピレンを有し、β型造核剤を有さない、構造化フィルムと、本開示
の構造化フィルムとの他の違いも、以降の「実施例」に詳しく記載するように観察されて
いる。例えば、主にα型のポリプロピレンを有し、β型造核剤を有さない、構造化フィル
ムの延伸比２：１でのネックダウン（neck down）は、約１５％～２０％の範囲である。
対照的に、半結晶性ポリオレフィンとβ造核剤とを含む本開示の構造化フィルムの延伸比
２：１におけるネックダウンは、約１０％である。さらに、延伸比２：１で延伸する際の
フィルム厚の減少は、主にα型のポリプロピレンを有し、β型造核剤を有さない、構造化
フィルム用よりも本開示の構造化フィルム用の方が少ない。本開示の構造化フィルムを延
伸した後の裏材の厚さは、例えば、５～２００μｍ、１０～１００μｍ、又は３０～７０
μｍの範囲であってよい。
【００６０】
　本開示に方法における構造化フィルムの延伸は、様々な方法で行うことが可能である。
構造化フィルムが不定長のウェブであるとき、例えば、機械方向の一軸的延伸は、構造化
フィルムをロールの上で漸増速度によって推進させることによって行うことができる。構
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造化フィルムの一軸的連続延伸、及び同時二軸的延伸を可能にする最も汎用的な延伸方法
は、フラットフィルムテンター装置を用いることである。そのような装置は、複数のクリ
ップ、グリッパー、又は他のフィルム端把持手段を、構造化フィルムの対向する端部に沿
って使用して、分岐レールに沿って異なる速度で把持手段を推進させることによって、所
望の方向に一軸的延伸、連続二軸的延伸、又は同時二軸的延伸がなされるように、熱可塑
性ウェブを把持する。クリップ速度を機械方向に増加させると、一般に、機械方向の延伸
が生じる。分岐レール等の手段は、一般に、横断方向の延伸を生じる。一軸的延伸及び二
軸的延伸は、例えば米国特許第７，８９７，０７８号（Ｐｅｔｅｒｓｅｎら）及びそれに
引用される参照文献に開示された方法及び装置によって達成できる。フラットフィルムテ
ンター延伸装置は、例えば、Ｂｒｕｃｋｎｅｒ　Ｍａｓｃｈｉｎｅｎｂａｕ　ＧｍｂＨ，
Ｓｉｅｇｓｄｏｒｆ，Ｇｅｒｍａｎｙから市販されている。
【００６１】
　構造化フィルムの延伸は、典型的には高温で、例えば最高１５０℃で行われる。構造化
フィルムを加熱することで、裏材が、延伸のために更に柔軟になる可能性がある。加熱は
、例えば、赤外線照射、熱気処理によって、又は加熱チャンバ内で延伸を行うことによっ
て提供することができる。いくつかの実施形態では、加熱は、裏材の第２の表面（すなわ
ち、直立柱が突出する第１の表面とは反対の表面）にのみ適用され、加熱によって生じ得
る直立柱へのいかなる損傷をも最小限にする。例えば、この実施形態では、裏材の第２の
表面と接触しているローラーのみを加熱する。いくつかの実施形態では、構造化フィルム
の延伸は、５０℃～１３０℃の温度範囲で行われる。以降の「実施例」に示すように、本
明細書に開示される延伸された構造化フィルムの多孔性及び不透明度の程度は、延伸温度
が減少するにつれて増加することを見出した。いくつかの実施形態では、温度範囲は５０
℃～１１０℃、５０℃～９０℃、又は５０℃～８０℃である。いくつかの実施形態では、
低温での延伸は、例えば２５℃～５０℃までの範囲で行える場合がある。予想外にも、本
明細書に開示される構造化フィルムの延伸は、先に記載したβ造核剤を包含する平坦なフ
ィルムよりも低温で行うことができることを見出した。例えば、β造核剤を含有する、半
結晶性ポリオレフィンからなる構造化フィルムは、最高７０℃（例えば、５０℃～７０℃
又は６０℃～７０℃の範囲）において延伸することができる。
【００６２】
　直立柱の延伸後の密度は、直立柱の初期密度よりも低い。本開示の構造化フィルム及び
／又は本開示によって作製される構造化フィルムのいくつかの実施形態では、直立柱の延
伸後の密度は、少なくとも２／平方センチメートル（ｃｍ２）（１３／平方インチ（ｉｎ
２））である。例えば、該柱の延伸後の密度は、少なくとも６２／ｃｍ２（４００／ｉｎ
２）、１２４／ｃｍ２（８００／ｉｎ２）、２４８／ｃｍ２（１６００／ｉｎ２）、又は
３９４／ｃｍ２（２５００／ｉｎ２）であってよい。いくつかの実施形態において、前記
柱の延伸後の密度は、最高約１１８２／ｃｍ２（７５００／ｉｎ２）又は約７８７／ｃｍ
２（５０００／ｉｎ２）までであり得る。例えば、２／ｃｍ２（１３／ｉｎ２）～１１８
２／ｃｍ２（７５００／ｉｎ２）又は１２４／ｃｍ２（８００／ｉｎ２）～７８７／ｃｍ
２（５０００／ｉｎ２）の範囲の延伸後の密度が有用であり得る。この場合も、柱の間隙
は均一である必要はない。
【００６３】
　以降の「実施例」において詳述するように、主にα型のポリプロピレンを有し、β造核
剤を有さない、構造化フィルムと本開示の構造化フィルムとは機械特性が異なる。本開示
の構造化フィルムは、延伸されているかどうかにかかわらず、主にα型のポリプロピレン
を有し、β造核剤を有さない対応する構造化フィルムよりも引張強度が低く、剛性も低い
。延伸された構造化フィルムの場合、本開示のフィルムの横断方向の引裂強さは、主にα
型のポリプロピレンを有し、β造核剤を有さない延伸された構造化フィルムよりも高い。
主にα型のポリプロピレンを有し、β造核剤を有さない同様の構造化フィルムと本開示の
構造化フィルムとの引き裂き特性の違いを、図４ａ及び４ｂに例示する。本開示の延伸さ
れた構造化フィルムの略図である図４ａにおいて、フィルムの横断方向に作製されたノッ
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チ４０は、引き裂きが伝搬すると横断方向に引き継がれていく。対照的に、主にα型のポ
リプロピレンを有し、β造核剤を有さない、延伸された構造化フィルムの略図である図４
ｂにおいて、フィルムの横断方向に作製されたノッチ４０は、引き裂きが伝搬すると方向
を変えて、結果として機械方向の引き裂きを引き起こす。本開示の延伸された構造化フィ
ルムの引き裂き特性は、同等の構造化フィルムよりも有意な製造上の利点をもたらす。連
続延伸された本開示のフィルムの製造時に発生する可能性のある引き裂きはいずれも、同
等の構造化フィルムにおける引き裂きのように機械方向には迅速に伝播しない。
【００６４】
　例えばサイドバイサイド共押出成形フィルムにおいて、β造核剤を包含するポリオレフ
ィン（例えば、ポリプロピレン）とα造核剤を包含するポリオレフィン（例えば、ポリプ
ロピレン）の両方を含む本開示の構造化フィルムは、特有の外観を有する可能性がある。
いくつかの実施形態では、第１レーンは、半結晶性ポリオレフィンとβ造核剤とを含み、
そして第２レーンは、半結晶性ポリオレフィンとα造核剤とを含む。第１レーンで形成さ
れる微小孔は第２レーンには存在しないので、隣り合うレーンの色が、延伸後、異なる場
合がある。さらに、延伸後、第１レーンにおける裏材の高さは、第２レーンの裏材の高さ
よりも高い場合がある。これらの用途において直立柱が延伸後にキャップされていれば、
第１レーンの柱が優先的にキャップされ、第２レーンではキャップされない可能性もある
。
【００６５】
　本開示の構造化フィルム及び／又は本開示によって作製される構造化フィルムの実施形
態のいずれかにおいて、裏材はロール形態であってよく、当該ロール形態の裏材から、よ
り小さなパッチ（例えば、機械締結パッチ）を、所望の用途にふさわしい寸法で切断する
こともできる。この用途では、構造化フィルムは、所望の寸法に切断されたパッチであっ
てもよく、また、構造化フィルムの製造方法は、フィルムを所望の寸法に切断することを
含むことができる。いくつかの実施形態では、裏材の第２の表面（すなわち、直立柱が突
出する第１の表面とは反対の表面）には、接着剤（例えば、感圧接着剤）がコーティング
されてもよい。そのような実施形態では、裏材がロール形態の場合、剥離ライナーを、露
出された接着剤に適用してもよい。
【００６６】
　本明細書に開示される構造化フィルムの作製方法のいくつかの実施形態では、方法は、
裏材の第２の表面（すなわち、直立柱が突出する第１の表面とは反対の表面）を支持材料
に接合することを更に含む。裏材は、例えば、積層（例えば、押出し積層）、接着（例え
ば、感圧性接着剤）、又は他の接合方法（例えば、超音波接合、圧着、又は表面結合）に
よって、支持材料に接合されてもよい。かかる接合方法は、所望により、裏材の延伸前に
行われてもよく、又は裏材の延伸後に行われてもよい。裏材は、直立柱を有する裏材の形
成中に、支持材料に接合されてもよい。結果として得られる物品は、締結積層体、例えば
、吸収性物品の前側腰部領域と後側腰部領域とを接合するために有用な吸収性物品の後板
に接合された締結タブであってもよい。
【００６７】
　いくつかの実施形態において裏材の第２の表面に接合され得る支持材料は、連続的（す
なわち、貫通穴が一切ない）であっても不連続（例えば、貫通する穿孔又は細孔を含む）
であってもよい。支持材料は、織布ウェブ、不織布ウェブ（例えば、スパンボンドウェブ
、スパンレースウェブ、風成ウェブ、メルトブローンウェブ、及び固着カードウェブ）、
布地、プラスチックフィルム（例えば、単層又は多層フィルム、共押出フィルム、側方積
層フィルム、又は発泡層を含むフィルム）、並びにそれらの組み合わせを包含する、種々
の好適な材料から構成されてよい。いくつかの実施形態では、支持材料は、繊維性材料（
例えば、織布、不織布、又はニット材料）である。支持材料又はウェブを指す時、「不織
布」という用語は、重なり合っているが、編物におけるように特定可能な方式で重なって
いない個々の繊維又は糸の構造を有するものを意味する。不織布又は不織ウェブは、メル
トブローンプロセス、スパンボンドプロセス、スパンレースプロセス、及び固着カードウ
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ェブプロセス等の種々のプロセスから形成され得る。いくつかの実施形態では、支持材料
は、例えば、少なくとも１つのメルトブローン不織布層、及び少なくとも１つのスパンボ
ンド不織布の層、又は不織布材料の任意の他の好適な組み合わせを有する、多層の不織布
材を含む。例えば、支持材料は、スパンボンド－メルトボンド－スパンボンド、スパンボ
ンド－スパンボンド、又はスパンボンド－スパンボンド－スパンボンドの多層材料であっ
てもよい。あるいは、支持材料は不織布層と高密度フィルム層とを含む複合ウェブであり
得る。
【００６８】
　有用な支持材料を提供する繊維性材料は、天然繊維（例えば、木製又は綿繊維）、合成
繊維（例えば、熱可塑性繊維）、又は天然繊維及び合成繊維の混合から作製されてもよい
。熱可塑性繊維を形成するための代表的な材料には、ポリオレフィン（例えば、ポリエチ
レン、ポリプロピレン、ポリブチレン、エチレンコポリマー、プロピレンコポリマー、ブ
チレンコポリマー、並びにこれらのポリマーのコポリマー及びブレンド）、ポリエステル
、及びポリアミドが挙げられる。繊維は、例えば、ある熱可塑性材料のコアと、別の熱可
塑性材料のシースとを有する、多成分繊維であってもよい。
【００６９】
　有用な支持材料は、特定の用途に望ましい任意の好適な坪量又は厚さを有し得る。繊維
性支持材料について、坪量は、例えば、１平方メートル当たり少なくとも約２０、３０、
又は４０グラムから、１平方メートル当たり約４００、２００、又は１００グラムまでの
範囲であってもよい。支持材料は、最大約５ｍｍ、約２ｍｍ、若しくは約１ｍｍまでの厚
さ、及び／又は少なくとも約０．１、約０．２、若しくは約０．５ｍｍの厚さであり得る
。
【００７０】
　支持材料の１つ以上の領域は、力を加えたときに少なくとも一方向に延伸して、力を取
り除いた後にほぼ元の寸法に戻る、１種以上の弾性的延伸性材料を含んでもよい。用語「
弾性」は、延伸又は変形からの回復を呈する任意の材料を指す。同様に、延伸又は変形か
らの回復を呈さない「非弾性」材料もまた、支持材料として有用であり得る。支持材料が
弾性的で、構造化フィルム作製方法が延伸を含む実施形態では、裏材の第２の表面への支
持材料の接合は典型的に、延伸後に行われる。
【００７１】
　本明細書に開示される構造化フィルムを支持材料に接合した後に形成され得る締結積層
体は、例えば、吸収性物品において有用であり得る。代表的な吸収性物品は、少なくとも
前側腰部領域、後側腰部領域、及び前側腰部領域と後側腰部領域を二等分する長手方向中
心線を有し、前側腰部領域又は後側腰部領域の少なくとも一方は、本開示の構造化フィル
ム及び／又は本開示によって作製される構造化フィルムを含む。締結積層体は、吸収性物
品の左長手方向縁部又は右長手方向縁部の少なくとも一方から外側に延びる、前側腰部領
域又は後側腰部領域の少なくとも一方に結合される、締結タブの形態であってもよい。他
の実施形態では、締結積層体は、吸収性物品の一体型耳部分であり得る。締結積層体は、
例えば、生理用ナプキン等の使い捨て物品にも有用であり得る。生理用ナプキンは、典型
的に、着用者の下着に隣接して配置することを目的として作られたバックシートを含む。
バックシートは、本開示の構造化フィルム及び／又は本開示によって作製される構造化フ
ィルムであって、生理用ナプキンを下着に固定して付着させることができ、キャップされ
た柱と機械的に係合する。
【００７２】
　支持材料が繊維ウェブであるいくつかの実施形態では、熱可塑性裏材の第２の表面を支
持材料に接合することは、加熱ガス状流体（例えば、周囲空気、脱湿空気、窒素、不活性
ガス、又は他のガス混合）を、繊維ウェブが移動している間に繊維ウェブの第１の表面の
上に衝突させることと、加熱流体を、連続ウェブが移動している間に裏材の第１の表面と
は反対の裏材の第２の表面の上に衝突させることと、繊維ウェブの第１の表面が、裏材の
第２の表面に融解結合（例えば、表面結合、又はロフト維持結合によって結合）されるよ
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うに、繊維ウェブの第１の表面を裏材の第２の表面と接触させることと、を含む。加熱し
たガス状流体を繊維ウェブの第１の表面の上に衝突させることと、加熱したガス状流体を
裏材の第２の表面上に衝突させることと、は、連続的又は同時に実行されてもよい。用語
「表面結合」は、繊維性材料の結合を指すとき、繊維の少なくとも一部分の繊維表面の部
分が、裏材の第２の表面の元の（結合前の）形状を実質的に保存し、曝露条件で裏材の第
２の表面の少なくとも幾つかの部分を実質的に保存するような方法で、表面結合された領
域において、裏材の第２の表面に溶融結合されることを意味する。定量的に、表面結合さ
れた繊維は、表面結合された繊維の表面積の少なくとも約６５％が、繊維の結合部分にお
ける裏材の第２の表面の上に見えるという点で、埋め込まれた繊維と区別され得る。複数
の角度からの検査は、繊維の表面積の全体を可視化するために必須であり得る。用語「ロ
フト維持結合」は、繊維性材料の結合を指すとき、結合された繊維材料が、結合プロセス
に先立って、又は結合プロセスがない場合に、材料によって呈されるロフトの少なくとも
８０％のロフトを含むことを意味する。本明細書では、繊維材料のロフトは、ウェブによ
って占有される全体積（繊維、並びに、繊維によって占有されない材料の間隙を含む）と
繊維の材料のみによって占有される体積との比である。繊維ウェブの一部分のみが、そこ
に結合される裏材の第２の表面を有する場合、維持されたロフトは、結合領域の繊維ウェ
ブのロフトを、非結合領域のウェブのロフトと比較することによって容易に確認すること
ができる。場合によっては、例えば、繊維ウェブの全体がそこに結合される裏材の第２の
表面を有するのであれば、結合されたウェブのロフトを、結合される前の同一ウェブのサ
ンプルのロフトと比較することが便宜的なこともある。
【００７３】
　加熱したガス状流体を使用して連続ウェブを繊維状の支持材料ウェブと接合するための
方法及び装置は、米国特許出願公開２０１１－０１５１１７１（Ｂｉｅｇｌｅｒら）及び
同２０１１－０１４７４７５（Ｂｉｅｇｌｅｒら）に見出すことができる。
【００７４】
　本開示の一部の実施形態
　第１の実施形態では、本開示は、半結晶性ポリオレフィンとβ造核剤とを含む構造化フ
ィルムであって、構造化フィルムが、裏材と、裏材に付着された直立柱と、を備える、構
造化フィルムを提供する。
【００７５】
　第２の実施形態では、本開示は、構造化フィルムがβ型球晶を含む、実施形態１に記載
の構造化フィルムを提供する。
【００７６】
　第３の実施形態では、本開示は、裏材と、裏材に付着された直立柱と、を備える、半結
晶性ポリオレフィンからなる構造化フィルムであって、少なくとも直立柱が、半結晶性ポ
リオレフィンのβ型球晶を含む、構造化フィルムを提供する。
【００７７】
　第４の実施形態では、本開示は、裏材が微小孔性である、実施形態１～３のうちのいず
れか一つに記載の構造化フィルムを提供する。
【００７８】
　第５の実施形態では、本開示は、直立柱の密度が２／平方センチメートル～１１８２／
平方センチメートルの範囲である、実施形態４に記載の構造化フィルムを提供する。
【００７９】
　第６の実施形態では、本開示は、構造化フィルムの透過率が、２５０ナノメートル～２
２５０ナノメートルの波長域において最高６５％である、実施形態４又は５に記載の構造
化フィルムを提供する。
【００８０】
　第７の実施形態では、本開示は、半結晶性ポリオレフィンが赤外線遮断剤を本質的に含
まない、実施形態１～６ののうちのいずれか一つに記載の構造化フィルムを提供する。
【００８１】
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　第８の実施形態では、本開示は、直立柱が裏材よりも多孔性が低く及び／又は不透明度
が低い、実施形態１～７のうちのいずれか一つに記載の構造化フィルムを提供する。
【００８２】
　第９の実施形態では、本開示は、半結晶性ポリオレフィンがポリプロピレンを含む、実
施形態の１～８のうちのいずれか一つに記載の構造化フィルムを提供する。
【００８３】
　第１０の実施形態では、本開示は、半結晶性ポリオレフィンが、プロピレンホモポリマ
ー、プロピレンと他のオレフィンとのコポリマー、又はポリプロピレンホモポリマーと別
のポリオレフィンとのブレンドのうち少なくとも１種を含む、実施形態９に記載の構造化
フィルムを提供する。
【００８４】
　第１１の実施形態では、本開示は、β造核剤が、構造化フィルムの重量に対して１ｐｐ
ｍ～１０，０００ｐｐｍの範囲で構造化フィルム中に含まれる、実施形態１～１０のうち
のいずれか一つに記載の構造化フィルム提供する。
【００８５】
　第１２の実施形態では、本開示は、第１～第１１のうちのいずれか一つの実施形態の構
造化フィルムであって、β造核剤が、γキナクリドン、キニザリンスルホン酸のアルミニ
ウム塩、ジヒドロキナクリジンージオン、キナクリジン－テトロン、トリフェネノールジ
トリアジン（triphenenol ditriazine）、炭酸カルシウムと有機酸との組み合わせ、ステ
アリン酸カルシウムとピメリン酸との組み合わせ、ケイ酸カルシウム、ジカルボン酸の周
期表第１１Ａ族金属塩、デルタ－キナクリドン、アジピン酸又はスベリン酸のジアミド、
スベリン酸又はピメリン酸のカルシウム塩、インジゴゾル又はシバンチン有機顔料、キナ
クリドンキノン、Ｎ’，Ｎ’－ジシクロヘキシル（dicyclohexil）－２，６－ナフタレン
ジカルボキシアミド、アントラキノンレッド顔料、及びビスアゾイエロー顔料からなる群
から選択される、構造化フィルムを提供する。
【００８６】
　第１３の実施形態では、本開示は、直立柱の密度が１０／平方センチメートル～１５７
５／平方センチメートルの範囲である、実施形態１～３のうちのいずれか一つに記載の構
造化フィルムを提供する。
【００８７】
　第１４の実施形態では、本開示は、着色剤を更に含む、実施形態１～１３のうちのいず
れか一つに記載の構造化フィルムを提供する。
【００８８】
　第１５の実施形態では、本開示は、構造化フィルムが機械的締結具である、実施形態１
～１４のうちのいずれか一つに記載の構造化フィルムを提供する。
【００８９】
　第１６の実施形態では、本開示は、直立柱が、裏材から遠位にキャップを有し、キャッ
プがループ係合突出部を有する、実施形態１～１５ののうちのいずれか一つに記載の構造
化フィルムを提供する。
【００９０】
　第１７の実施形態では、本開示は、構造化フィルムが多層フィルムである、実施形態１
～１６ののうちのいずれか一つに記載の構造化フィルムを提供する。
【００９１】
　第１８の実施形態では、本開示は、構造化フィルムが、隣り合う第１レーン及び第２レ
ーンを有する共押出成形フィルムであり、第１レーンが半結晶性ポリオレフィンとβ造核
剤とを含み、第２レーンが別のポリマー組成物を含む、実施形態１～１６のうちのいずれ
か一つに記載の構造化フィルムを提供する。
【００９２】
　第１９の実施形態では、本開示は、第２レーンがα造核剤を含む、実施形態１８に記載
の構造化フィルムを提供する。
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【００９３】
　第２０の実施形態では、本開示は、第２レーンがエラストマー材料を含む、実施形態１
８に記載の構造化フィルムを提供する。
【００９４】
　第２１の実施形態では、本開示は、透過モードで測定されるグレースケール値が最大４
０である、第１～第２０の実施形態のうちのいずれか一つに記載の構造化フィルムを提供
する。
【００９５】
　第２２の実施形態では、本開示は、構造化フィルムが正及び負の複屈折率域を有する、
実施形態１～２１のうちのいずれか一つに記載の構造化フィルムを提供する。
【００９６】
　第２３の実施形態では、本開示は、構造化表面の作製方法であって、該方法が、
　ポリオレフィン溶融物及びβ造核剤を押出成形することでフィルムの裏材を供給するこ
とと、
　溶融物の少なくとも一部を、β型球晶を形成するのに十分な温度まで冷却することと、
　フィルムの裏材の上に直立柱を形成して構造化フィルムを提供することと、を含む、方
法を提供する。
【００９７】
　第２４の実施形態では、本開示は、押出成形が、裏材上に直立柱を有する構造化フィル
ムを供給するツールの存在下で行われる、実施形態２３に記載の方法を提供する。
【００９８】
　第２５の実施形態では、本開示は、フィルムの裏材の上に直立柱を形成することが、溶
融物の少なくとも一部を冷却した後で行われる、実施形態２３に記載の方法を提供する。
【００９９】
　第２６の実施形態では、本開示は、フィルムの裏材を延伸することを更に含み、フィル
ムの裏材の上に直立柱を形成することが、フィルムの裏材を延伸した後で行われる、実施
形態２３に記載の方法を提供する。
【０１００】
　第２７の実施形態では、本開示は、構造化フィルムの作製方法であって、該方法が、
　ポリオレフィン溶融物及びβ造核剤を、裏材の上に直立柱を有する構造化フィルムを提
供するツールの存在下で押出成形することと、
　構造化フィルムの少なくとも一部を、β型球晶を形成するのに十分な温度まで冷却する
ことと、を含む、方法を提供する。
【０１０１】
　第２８の実施形態では、本開示は、β型球晶を含有する構造化フィルムを延伸して裏材
に多孔性を付与することを更に含む、実施形態２７に記載の方法を提供する。
【０１０２】
　第２９の実施形態では、本開示は、延伸が、５０℃～９０℃の範囲の温度で行われる、
実施形態２６又は２８に記載の方法を提供する。
【０１０３】
　第３０の実施形態では、本開示は、延伸が一軸的である、実施形態２６、２８又は２９
に記載の方法を提供する。
【０１０４】
　第３１の実施形態では、本開示は、延伸が、最大３：１の合計延伸比を付与するように
行われる、実施形態２６又は２８～３０のうちのいずれか一つに記載の方法を提供する。
【０１０５】
　第３２の実施形態では、本開示は、延伸が機械方向になされる、実施形態２６又は２８
～３１ののうちのいずれか一つに記載の方法を提供する。
【０１０６】
　第３３の実施形態では、本開示は、延伸が不透明度を少なくとも１５％増加させる、実
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施形態２６又は２８～３２のうちのいずれか一つに記載の方法を提供する。
【０１０７】
　第３４の実施形態では、本開示は、延伸が透過モードにおけるグレースケール測定値を
少なくとも２５％減少させる、実施形態２６又は２８～３３のうちのいずれか一つに記載
の方法を提供する。
【０１０８】
　第３５の実施形態では、本開示は、β型球晶を形成するのに十分な温度が、９０℃～１
２０℃の範囲である、実施形態２３～３４のうちのいずれか一つに記載の方法を提供する
。
【０１０９】
　第３６の実施形態では、本開示は、実施形態１～２２ののうちのいずれか一つに記載の
、又は実施形態２３～３５のうちのいずれか一つに記載の方法によって作製される、構造
化フィルムを含む吸収性物品を提供する。
【０１１０】
　第３７の実施形態では、本開示は、該吸収物品が、少なくとも前側腰部領域と、後側腰
部領域と、前側腰部領域と後側腰部領域とを二分する長手方向の中心線と、を有し、前側
腰部領域又は後側腰部領域のうち少なくとも一つが構造化フィルムを含む、実施形態３６
に記載の吸収性物品を提供する。
【０１１１】
　本開示をより十分に理解できるように、以下の実施例を記載する。これら実施例は単に
例示を目的とするものであって、本開示はどのような形でも限定されるものではないと解
されるべきである。特に指示がない限り、部及び割合は全て、重量を基準とする。
【実施例】
【０１１２】
　材料
　フィルムグレードのポリプロピレン（ＰＰ）コポリマーである、ポリプロピレン耐衝撃
性コポリマーは、Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｍｉｄｌａｎｄ，ＭＩか
ら商品名「ＤＯＷ　Ｃ７００－３５Ｎ　ＰＯＬＹＰＲＯＰＹＬＥＮＥ　ＲＥＳＩＮ」とし
て入手した。ポリマーの密度は、ＡＳＴＭ　Ｄ９７２に従って測定しとき、０．９０２ｇ
／ｃｃであると報告され、メルトフローインデックス（ＭＦＩ）は、ＡＳＴＭ　Ｄ１２３
８に従って測定したとき、３５（２３０℃及び２．１６ｋｇの負荷の下）であると報告さ
れた。β造核剤マスターバッチは、Ｍａｙｚｏ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，Ａｌｐｈａｒ
ｅｔｔａ，ＧＡから商品名「ＭＰＭ　１１１４」として入手した。β造核剤マスターバッ
チはペレット化されており、ポリプロピレンホモポリマー樹脂中に分散された高性能β核
形成製剤を含有していた。
【０１１３】
　サンプル調製
　熱可塑性樹脂からなる実質上連続的な裏材と、裏材と一体化された直立柱のアレイと、
を有する構造化フィルムを調製した。実施例１～４及び比較例１～４の直立柱はキャップ
されていた。実施例１～４及び比較例１～４におけるキャップ形状は楕円形であり、米国
特許第６，１３２，６６０号（Ｋａｍｐｆｅｒ）に記載の手順を用いて変形させることで
「下向きに突出している繊維係合部分を有する、フックヘッド」を提供した。
【０１１４】
　（実施例１）
　キャップされた柱を有する構造化フィルムは、Ｃ７００－３５Ｎポリプロピレン樹脂の
ストリーム（９８重量％）とβ造核マスターバッチ（２重量％）とを２インチ（５ｃｍ）
の一軸スクリュー押出機から供給することによって調製した。バレル領域１～７はそれぞ
れ、１７６℃、１７０℃、１８０℃、１９０℃、２００℃、２１８℃、及び２１８℃に設
定した。溶融樹脂を次いで、シートダイを通って回転式円筒形金型へと送り込んだ。ダイ
の温度は２１８℃に設定し、円筒形金型の温度は９０℃に設定した。スクリュー回転数は
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分子配向を生じさせた。金型を水冷して急冷することで、ポリマーの配向を維持した。柱
の密度は５２００／平方インチ（８０６／平方センチメートル）であり、アレイが交互に
配列されており、柱の形状は円錐形であった。ウェブはキャップ形成装置に直接送り込ん
だ。柱は、米国特許第５，８４５，３７５号（Ｍｉｌｌｅｒら）に記載の手順を用いて、
楕円形状のキャップでキャップした。キャップは、その後、米国特許第６，１３２，６６
０号（Ｋａｍｐｆｅｒ）に記載の手順を用いて変形させた。
【０１１５】
　（実施例２）
　キャップされた柱の構造化フィルムは、実施例１と同様のプロセス条件を用いて調製し
た。さらに、実施例１で得た構造化フィルムは、一方のロールがもう一方のロールの上に
配置された一対のロールにサンプルを通過させることで延伸倍率２：１を用いて機械方向
に延伸した。ロール温度は１３０℃に設定した。
【０１１６】
　（実施例３）
　キャップされた柱を有する構造化フィルムは、延伸中のロール温度を１３０℃ではなく
７０℃に設定したこと以外は実施例２に記載と同様のプロセス条件を用いて調製した。
【０１１７】
　（実施例４）
　キャップされた柱を有する構造化フィルムは、延伸中のロール温度を１３０℃ではなく
６０℃に設定したこと以外は実施例２に記載と同様のプロセス条件を用いて調製した。
【０１１８】
　比較例１
　キャップされた柱を有する構造化フィルムは、β造核マスターバッチを供給物流から取
り除いたこと以外は実施例１に従って調製した。
【０１１９】
　比較例２
　キャップされた柱を有する構造化フィルムは、比較例１と同様のプロセス条件を用いて
調製した。さらに、比較例１で得た構造化フィルムは、一方のロールがもう一方のロール
の上に配置された一対のロールにサンプルを通過させることで延伸倍率２：１を用いて機
械方向に延伸した。ロール温度は１３０℃に設定した。
【０１２０】
　比較例３
　キャップされた柱を有する構造化フィルムは、延伸中のロール温度を１３０℃ではなく
７０℃に設定したこと以外は比較例２に記載と同様のプロセス条件を用いて調製した。
【０１２１】
　比較例４
　キャップされた柱を有する構造化フィルムは、延伸中のロール温度を１３０℃ではなく
６０℃に設定したこと以外は実施例２に記載と同様のプロセス条件を用いて調製した。
【０１２２】
　表１には、実施例１～４及び比較例１～４に関する総厚、フィルムの裏材の厚さ、坪量
、ウェブの幅、横断方向（ＣＤ）のキャップ直径、及び機械方向（ＭＤ）のキャップ直径
を記す。
【０１２３】
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【表１】

【０１２４】
　実施例２～４及び比較例２～４に関して、延伸後のウェブ幅の減少率に関する値（「ネ
ッキング率」）及び延伸後のフィルムの裏材の厚さの減少率を算出した（表２）。延伸後
のウェブ幅の減少率は、対応する比較例２～４よりも実施例２～４の方が小さかった。同
様に、延伸後のフィルム裏材の厚さの減少率も、対応する比較例２～４よりも実施例２～
４の方が小さかった。
【０１２５】
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【表２】

【０１２６】
　Ｘ線回折
　実施例１～４及び比較例１～４におけるβ型結晶とα型結晶の相対濃度は、Ｘ線回折を
用いて測定した。各構造化フィルムの一部を、アルミニウム製の後面開放型試料ホルダー
に、両端に両面粘着テープを用いて貼付した。Ｐｈｉｌｉｐｓ垂直型回折計（ＰＡＮａｌ
ｙｔｉｃａｌ、Ｎａｔｉｃｋ、ＭＡ）、銅Ｋα放射線、及び比例検出器の散乱線レジスト
リーを用いてサーベイスキャンの形で反射配置データを集めた。回折計には、可変の入射
ビームスリット、固定回折ビームスリット、及びグラファイト回折ビームモノクロメータ
が装備されていた。サーベイスキャンは、０．０４度のステップサイズ及び６秒の滞留時
間を使用して５～５５度（２θ）で行った。４５ｋＶ及び３５ｍＡのＸ線発生装置設定を
使用した。
【０１２７】
　各ピーク位置の同定は、Ｔｕｒｎｅｒ　Ｊｏｎｅｓ、Ｊ．Ｍ．Ａｉｚｌｅｗｏｏｄ、及
びＤ．Ｒ．Ｂｅｃｋｅｔｔ著の参考文献（Ｄｉｅ　Ｍａｋｒｏｍｏｌｅｋｕｌａｒｅ　Ｃ
ｈｅｍｉｅ，Ｖｏｌ　７５，Ｉｓｓｕｅ　１（１９６４）ｐ１３４）に報告された値と比
較することによって行った。
【０１２８】
　回折パターンは、解析ソフトウェアＪＡＤＥ　ｖｅｒｓｉｏｎ　９．０（Ｍａｔｅｒｉ
ａｌｓ　Ｄａｔａ，Ｉｎｃ．、Ｌｉｖｅｒｍｏｒｅ、ＣＡ）を用いてプロファイルフィッ
ティングを行うことで、α相（１１０）面、（０４０）面、及び（１３０）面の最大値、
並びにβ相（３００）面の最大値を評価した。存在するβ相水準は、ファクター（Ｋ）と
して、次の式：Ｋ＝Ｉ（３００）β／［Ｉ（３００）β＋Ｉ（１１０）α＋Ｉ（０４０）

α＋Ｉ（１３０）α］を用いて求めた。
【０１２９】
　式の各項は次の通り定義される。Ｉ（３００）βは、βフォーム（３００）面の最大強
度であり、Ｉ（１１０）αは、αフォーム（１１０）の最大強度であり、Ｉ（０４０）α

は、αフォーム（０４０）の最大強度であり、そしてＩ（１３０）αは、αフォーム（１
３０）の最大強度である。算出されたＫ値は、０（β型結晶を有さないサンプル）～１．
０（全てβ型結晶のサンプル）まで幅がある。
【０１３０】
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【表３】

【０１３１】
　熱解析
　実施例１～４及び比較例１～４に関する熱解析測定は、モデルＱ－２０００示差走査熱
量計（ＤＳＣ）（ＴＡ　ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ、Ｎｅｗ　Ｃａｓｔｌｅ、ＤＥ）を用い
て昇温速度１０℃／分で行い、前記熱量計の温度及びエンタルピーが較正されて、融点が
１６５．５℃のインジウム標準物質を用いて行った。各スキャンでは約１０ｍｇのサンプ
ルを用いた。最初の熱分析スキャン中、サンプルをスキャン速度１０℃／分で２００℃ま
で加熱し、この温度を一定温度で１分間保持することで熱履歴を消去した。サンプルをそ
の後、１０℃／分で室温まで冷却した。サンプルを１０℃／分で２００℃まで再加熱して
、二回目のスキャン結果を記録して報告した。α相及びβ相の両方に関する融点（Ｔｍ（
℃））及び融解熱データ（ΔＨｆ（ジュール／グラム）を記録した。β型結晶の融点は一
般に、α型結晶よりも約１０℃～１５℃低かった。実施例１～４及び比較例１～４の結果
を表４に示す。実施例１～４は二重融点を示し、これは、α型結晶相とβ型結晶相の両方
が存在することと一致していた。比較例１～４は単一の融点を示し、これは、α型結晶相
のみが存在することと一致していた。
【０１３２】

【表４】

【０１３３】
　比較例５
　比較例５は、柱を形成する円筒形ツールを用いる代わりに平滑な非構造化クローム製ロ
ールを用いてフィルムを急冷したこと以外は実施例１と同じプロセス条件で行った。比較
例５は、β造核剤を２％含有する、延伸されていない非構造化フィルムであった。
【０１３４】
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　比較例６
　比較例６は、比較例５と同様のプロセス条件で行った。さらに、比較例５のフィルムサ
ンプルは、一方のロールがもう一方のロールの上に配置された一対のロールにサンプルを
通過させることで延伸倍率２：１を用いて機械方向に延伸した。ロール温度は６０℃に設
定した。
【０１３５】
　かさ密度
　実施例１及び４並びに比較例４、５及び６のかさ密度測定（グラム（ｇ）／立方センチ
メートル（ｃｃ））は、モデルＡｃｃｕＰｙｃ　１３３０ガスピクノメータ（Ｍｉｃｒｏ
ｍｅｒｉｔｉｃｓ、Ｎｏｒｃｒｏｓｓ、ＧＡ）により、作動ガスとしてヘリウムを用いて
測定した。サンプルは、ウェブから小さなリボン状に切断して巻き取ってから、精密てん
びんを用いて秤量した。サンプルを１０ｃｃの試料室に入れた。その後、ピクノメータの
容積解析プログラムを開始して、サンプルの容積を５回測定した。５回の相加平均をサン
プルの容積として報告した。サンプルの密度は、サンプルの質量を平均容積測定値で除す
ることにより算出した。サンプルの密度は２４．８℃で測定した。実施例１及び４並びに
比較例４、５及び６についての結果を表５に記す。
【０１３６】
【表５】

【０１３７】
　孔径
　実施例４の裏材フィルムの孔径（μｍ）は、ＡＳＴＭ　Ｆ－３１６－８０に従って泡立
ち点を測定することにより求めた。最大有効口径測定値は０．１６μｍであった。比較例
４も泡立ち点試験法を行ったが、その孔径は、この方法を用いて求めることができなかっ
た（ＮＤ）。
【０１３８】
　機械的特性
　実施例１～４及び比較例１～４の引張強度測定は、ＡＳＴＭ　Ｄ－３７５９に従って、
引張試験材料固定具を装備するＩｎｓｔｒｏｎモデル１１２２万能試験機（Ｉｎｓｔｒｏ
ｎ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ、Ｃａｎｔｏｎ、ＭＡ）を用いて
行った。ＭＤ方向の引張強度を測定するために、１０．２ｃｍ（ＭＤ）×２．５ｃｍ（Ｃ
Ｄ）の試験サンプルを調製した。ＣＤ方向の引張強度を測定するために、１０．２ｃｍ（
ＣＤ）×２．５ｃｍ（ＭＤ）の試験サンプルを調製した。ＭＤ及びＣＤの両方における降
伏荷重（ＭＰａ）をサンプルの引張強度として記録した。
【０１３９】
　実施例１～４及び比較例１～４の引裂強さ測定は、ＡＳＴＭ　Ｄ－１９２２に従って、
エルメンドルフ型（振り子）引き裂強さ試験機（ＰｒｏＴｅａｒモデル、Ｔｈｗｉｎｇ－
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めた。ＭＤ方向の引裂き伝搬力（tear force）（グラム）は、６．３ｃｍ（ＭＤ）×５．
１ｃｍ（ＣＤ）の試験サンプルを用いて測定した。ＣＤ方向の引裂き伝搬力（tear force
）（グラム）は、６．３ｃｍ（ＣＤ）×５．１ｃｍ（ＭＤ）の試験サンプルを用いて測定
した。各サンプルの引裂き強さ（グラム／ミル）は、引裂き伝搬力測定値をフィルムの裏
材の厚さ（厚み）で除することにより算出した。
【０１４０】
　実施例１～４及び比較例１～４の剛性測定は、ＡＳＴＭ　Ｄ－６１２５に従って求めた
。剛性は、ガーレー剛性単位として測定した。次の式によって、ガーレー剛性単位を力に
対応させる。
　力（ｍＮ）＝（９．８０７×１０－３）×（ガーレー単位）
【０１４１】
　実施例１～４及び比較例１～４のＭＤ方向及びＣＤ方向両方に関する引張強度（ＭＰａ
）、引裂き強さ（ｇ／ミル）、及び剛性測定値（ガーレー単位）を表６及び７に記す。
【０１４２】
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【表６】

【０１４３】
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【表７】

【０１４４】
　光学顕微鏡技術
　実施例４及び比較例４について撮影した光学顕微鏡画像を、図３ａ及び３ｂに示す。Ｋ
ｅｙｅｎｃｅ　ＶＨＳ－５００モデルデジタル顕微鏡を用い、写真を撮るときにサンプル
を黒色背景を背にして配置した。
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　不透明度
　実施例１～４の構造化フィルムの不透明度測定は、ＡＳＴＭ　Ｅ－２８４に従ってＬａ
ｂＳｃａｎ　ＸＥ分光光度計（Ｈｕｎｔｅｒｌａｂ，Ｒｅｓｔｏｎ，ＶＡ）を用いて行っ
た。装置のセンサーを標準化した後、試料ポートの下にサンプルを黒色のバックアップタ
イルを背にして配置して、色測定の「Ｌ」値を記録した。「Ｌ」値は、Ｉｎｔｅｒｎａｔ
ｉｏｎａｌ　Ｃｏｍｍｉｓｓｉｏｎ　ｏｎ　Ｉｌｌｕｍｉｎａｔｉｏｎによって確立され
たＣＩＥＬＡＢ色空間スケールにおける３種の標準パラメータのうちの１つである。「Ｌ
」は、０（黒）～１００（最大強度）までの範囲の輝度値である。この手順は、白色タイ
ルを背にして配置したサンプルについても繰り返した。各工程において、サンプルを９０
度回転させて、２つの読みの平均を記録した。不透明度（％で記す）は、次の式で算出し
た。不透明度（％）＝（Ｌ黒色／Ｌ白色）×１００不透明度測定値を表８に記す。
【０１４６】
【表８】

【０１４７】
　グレースケール測定
　実施例１～４及び比較例１～４の構造化フィルムについてのグレースケール測定は、Ｃ
ＭＯＳ（相補型金属酸化膜半導体）イメージセンサー及びＩＭＰＡＣＴ　Ｓｏｆｔｗａｒ
ｅ　Ｓｕｉｔｅを装備するＩＭＰＡＣＴ　Ａ２０デジタルカメラ（ＰＰＴ　Ｖｉｓｉｏｎ
、Ｂｌｏｏｍｉｎｇｔｏｎ、ＭＮ）を用いて収集した。機械方向（ＭＤ）の長さが１メー
トルのサンプルを、２本のロールの間に手で張力を掛け続けた。サンプルには、フィルム
側面（すなわち、柱のない面）後方から波長９４０ｎｍの光源を照射した。検出カメラは
、構造化フィルムサンプルの約５フィート上に、柱面がカメラに向くようにして取り付け
た。グレースケール強度の測定は、透過モードで、０（高い不透明度）～２５５（低い不
透明度）の範囲の数字メモリを用いて行った。異なる３つのＭＤサンプル点においてグレ
ースケール強度を記録した。平均値を算出して、表９に記す。
【０１４８】
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【表９】

【０１４９】
　比較のために、キャップされた柱を有する構造化フィルムは、二酸化チタンマスターバ
ッチ（Ｃｌａｒｉａｎｔ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，Ｍｉｎｎｅａｐｏｌｉｓ，ＭＮ製）
を供給物流に添加したこと以外は比較例１に従って調製した。二酸化チタンマスターバッ
チは二酸化チタン５０重量％であり、ポリプロピレンとマスターバッチの総重量の２重量
％で供給物流に添加された。このフィルムに関する平均グレースケール強度は、上述の試
験法に従って求めたところ、３０であった。キャップされた柱を有する別の構造化フィル
ムは、二酸化チタンマスターバッチ（Ｃｌａｒｉａｎｔ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ製、上
述のように２重量％で添加）を供給物流に添加したこと以外は比較例１に従って調製し、
そしてそのフィルムを、一方のロールがもう一方のロールの上に配置された一対のロール
にサンプルを通過させることで延伸倍率２：１を用いて機械方向に配向させた。ロール温
度は１３０℃に設定した。このフィルムに関する平均グレースケール強度は、上述の試験
法に従って求めたところ、３９であった。
【０１５０】
　ＵＶ／Ｖｉｓ／ＮＩＲ分光法
　実施例１～４及び比較例１～４によるＵＶ／Ｖｉｓ／ＮＩＲ（紫外／可視／近赤外）放
射線の透過及び反射は、Ｌａｍｂｄａ　１０５０　ＵＶ／Ｖｉｓ／ＮＩＲ分光光度計（Ｐ
ｅｒｋｉｎ　Ｅｌｍｅｒ、Ｓａｎ　Ｊｏｓｅ、ＣＡ）と共に積分球を用いて測定した。透
過スペクトル及び反射スペクトルは、２５０ｎｍから２５００ｎｍまで５ｎｍ単位で記録
した。積分球の直径は１５ｃｍであった。サンプルは、透過モードでは入射放射線に対し
て９０度で保持され、また、反射モードでは８度で保持された。空気リファレンスを使用
した。透過測定では、サンプルを、柱のない面が入射放射線に向くように取り付ける。反
射率データは、白い板（すなわち、ライトトラップ）を用いずに収集し、そしてサンプル
のフィルム面（柱のない面）を入射ビームに向けて取り付ける。解析では、スペクトルを
３つの領域に分けた［２５０～３８０ｎｍ（紫外域）、３８０～７６０ｎｍ（可視域）及
び７６０～２２５０ｎｍ（近赤外）］。各領域における透過率及び反射率として記録され
た値域を、表１０～１１に記す。
【０１５１】
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【表１０】

【０１５２】
【表１１】

【０１５３】
　（実施例５）
　実施例５の構造化フィルムは、キャッピング手順を行わなかったこと以外は、実施例１
に記載と同様のプロセス条件を用いて調製した。
【０１５４】
　（実施例６）
　実施例６の構造化フィルムは、実施例５と同様のプロセス条件を用いて調製した。さら
に、構造化フィルムは、一方のロールがもう一方のロールの上に配置された一対のロール
にサンプルを通過させることで延伸倍率２：１を用いて機械方向に延伸した。ロール温度
は１３０℃に設定した。
【０１５５】
　複屈折
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　実施例５～６及び比較例１～２の柱とフィルムの裏材の両方に関する複屈折率値を求め
た。各構造化フィルムにおいて、ＣＤ方向に隣接する３つの柱を含むサンプルをフィルム
から切り取った。ＭＤ方向に隣接する３つの柱を含む別のサンプルも各フィルムから切り
取った。サンプルは、３つの柱を貫く横断面で縦方向（フィルムの裏材の表面と垂直）に
切断して、その切断面を撮像した。１０ｘ／０．２５対物レンズの付いたＡ　ＤＭＲＸＥ
顕微鏡（Ｌｅｉｃａ　Ｍｉｃｒｏｓｙｓｔｅｍｓ　ＧｍｂＨ，Ｗｅｔｚｌａｒ，Ｇｅｒｍ
ａｎｙ）には、ＬＣ－ＰＯＬＳＣＯＰＥ位相遅延画像システム（Ｌｏｔ－Ｏｒｉｅｌ　Ｇ
ｍＢＨ　＆　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｄａｒｍｓｔａｄｔ，Ｇｅｒｍａｎｙ）、ＲＥＴＩＧＡ　
ＥＸＩ　ＦＡＳＴ　１３９４デジタルカラーカメラ（ＱＩＭＡＧＩＮＧ，Ｓｕｒｒｅｙ　
ＢＣ，Ｃａｎａｄａ）及び５４６．５ｎｍ干渉フィルター（Ｃａｍｂｒｉｄｇｅ　Ｒｅｓ
ｅａｒｃｈ　ａｎｄ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔａｔｉｏｎ，Ｉｎｃ．，Ｈｏｐｋｉｎｔｏｎ
，ＭＡ）が装備されていた。６つの柱それぞれに対し、撮像システムを設定して、柱の中
心にある７３３６ピクセルの撮像面積の平均位相遅延、方位マップ、水平線スキャン、及
び疑似カラー位相遅延マップを記録した。各柱に対する複屈折値は、記録された位相遅延
測定値を用いて算出した。柱要素に対する平均複屈折値（ｎ＝６）を求めて、表１２に示
す。実施例５及び６の画像をそれぞれ図６ａ及び６ｂに示す。比較例１及び２の画像をそ
れぞれ図５ａ及び５ｂに示す。
【０１５６】
　フィルムの裏材の切断面もさらに、１７７５ピクセルの位相遅延ボックスで画定された
撮像領域を用いて撮像した。合計６つの撮像面積を、フィルム裏材の、柱間に位置する区
分でランダムに選択した。各撮像ボックスにおいて、撮像システムは、ボックス面積の平
均位相遅延、方位マップ、水平線スキャン、及び疑似カラー位相遅延マップを記録するよ
うに設定した。各ボックスで画定された面積の複屈折率値を、記録された位相遅延測定値
を用いて算出した。フィルム裏材に対する平均複屈折率（ｎ＝６）を求めて、表１３に示
す。
【０１５７】
【表１２】

【０１５８】

【表１３】

【０１５９】
　ＣＤ引裂き伝播
　ＣＤ方向の引裂き伝播を、実施例４及び比較例４について試験した。試験サンプル（６
．３ｃｍ（ＣＤ）×５．１ｃｍ（ＭＤ））を調製し、Ｅｌｍｅｎｄｏｒｆ（振り子）引裂
き試験機（ＰｒｏＴｅａｒモデル、Ｔｈｗｉｎｇ－Ａｌｂｅｒｔ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ
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ｓ，Ｐｈｉｌａｄｅｌｐｈｉａ，ＰＡ）のジョーに固定して配置し、サンプルの底辺が２
つのジョーの底部に均一に設置したことを確かめた。約２．０ｃｍのノッチは、機器のＣ
Ｄ方向に（幅５．１ｃｍの中間点に）ナイフブレードを用いて作製した。振り子は、試験
片を引裂くように動かされた。引裂かれた２枚のサンプルを集めて、引裂き伝搬方向を記
録した。実施例４では、引裂き方向がＣＤ方向（ノッチ方向）に引き継がれ、比較例４で
は、引裂き伝播が直ぐに方向を変えてＭＤ方向（ノッチの方向とおおよそ垂直な方向）に
引き継がれた。実施例４及び比較例４の結果をそれぞれ図４ａ及び４ｂに示す。
【０１６０】
　この開示は、趣旨及び範囲から逸脱することなく様々な修正及び変更が可能である。し
たがって、本開示は、上記の実施形態に限定されないが、以下の請求項及び全てのその等
価物に詳述する制限によって規制される。本開示は、本明細書に具体的に開示されていな
い要素を欠いても適宜実施され得る。

【図１ａ】

【図１ｂ】

【図２ａ】



(37) JP 6126128 B2 2017.5.10

【図２ｂ】 【図３ａ】

【図３ｂ】 【図４ａ】

【図４ｂ】
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